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厚生労働省行政事業レビュー(公開プロセス) 

 

開催日時：平成２７年６月２２日(月)１３：３０～１７：４２ 

開催場所：厚生労働省専用第２３会議室 

出席者：井出委員、増田委員、横田委員、上山委員、太田委員、佐藤委員 

 

○行政改革推進室長 

 それでは、ただいまより、「厚生労働省行政事業レビュー(公開プロセス)」の

2 日目を開催させていただきます。行政改革推進室長の宮野でございます。委員

の皆様におかれましては、御多忙のところ御参加をいただきありがとうございま

す。皆様の御紹介については時間の都合上、省略をさせていただきます。お手元

の資料にて御確認ください。また、本日の会議についてはインターネット生中継

を行い、会議終了後、厚生労働省のホームページにも掲載をさせていただきます。

本日は 3 つの事業につきまして行政事業レビューを行いますので、よろしくお願

いいたします。 

 それでは、本日の 1 つ目の事業であります「中国残留邦人等に対する帰国受入

援護事業」についての説明をお願いします。説明時間は 5 分厳守でお願いします。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長の井上です。どうぞよろしく

お願いします。それでは、これより、「中国残留邦人等に対する帰国受入援護事

業」について説明します。資料 8、9 ページを御覧ください。帰国受入援護事業

のフローチャートを 8 ページに、事業の概要を 9 ページに示しています。帰国受

入援護事業については、永住帰国と一時帰国の形態があります。永住帰国援護は、

本邦へ永住帰国を希望する中国残留邦人等に対して、永住帰国旅費や自立支度金

の支給、帰国直後 6 か月間中国帰国者定着促進センターに入所しての日本語教育

や生活習慣等の研修を実施しています。ちなみに、この施設は埼玉県所沢市に設

置しています。定着促進センターの概要と主な事業については、資料 23、24 ペ

ージを御覧ください。事業としては、入所者に対する研修、遠隔学習支援、介護

情報提供事業等を実施しています。定着促進センター退所者に身元引受人のあっ

せんや、中国の養父母に対する扶養費の支払を行っています。 

 資料 10 ページを御覧ください。「永住帰国援護の効果・課題・今後の方針」

について説明します。まず、永住帰国援護の効果についてです。昭和 47 年の日

中国交正常化以後の国費での永住帰国者数は 6,529 人で、家族を含めた総数は 2

万 870 人です。身元引受人のあっせん数は 2,650 世帯、養父母に対する扶養費の

支払は 3,097 名です。 

 次に、永住帰国援護の課題についてです。戦後 70 年が経過し、永住帰国者数

が最近は急減していまして、事業の効率化を図る必要があります。永住帰国世帯

数については、資料を戻っていただき 1 ページになります。行政事業レビューシ

ートの中段に過去 3 年間の成果実績を示しています。平成 24 年度 5 世帯、平成
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25 年度 4 世帯、平成 26 年度 1 世帯と急減しています。 

 次に、永住帰国援護の今後の方針についてです。永住帰国者数に応じた事業の

見直しの検討、定着促進センターの在り方の見直しの検討が必要と考えています。 

 資料 11 ページを御覧ください。「定着促進センターの在り方の見直しについ

て」です。まず、現状についてです。定着促進センターはバリアフリーの施設で

はなく、高齢者の帰国者には不便という状況があります。かつ、建設後 30 年が

経過して施設の大規模な修繕が必要です。また、永住帰国者数の減少によって、

今後は少数世帯での研修となっていくと想定しています。 

 次に、検討内容についてです。今後の永住帰国者数の減少を踏まえると、定着

促進センターにおける事業規模は縮小し、既存施設の利用は、事業規模に比し、

修繕の必要性等を考えると不経済と考えています。一方、定着促進センターの機

能は当面必要と考えていて、機能をどういう形で維持していくか検討が必要です。

検討案①については、賃貸等により小規模な別施設を確保し、引き続き独立した

定着促進センター事業として実施する案です。検討案②については、独立した定

着促進センター事業は廃止し、他施設、例として中国帰国者支援・交流センター

に統合して、日本語教育や生活習慣等の研修を実施する案です。 

 資料 12、13 ページを御覧ください。ただいま統合先として例示した支援・交

流センターの概要について記載しています。定着促進センターで帰国後 6 か月間

の研修を終えて地域に定着した中国残留邦人等を支援するため、通所型の施設と

して支援・交流センターを設置しています。支援・交流センターは帰国後の経過

期間にかかわらず利用可能で、日本語学習支援事業、相談事業、交流事業等、13

ページに記載した事業を実施しています。以上で説明を終わります。 

 

○行政改革推進室長 

 ありがとうございました。それでは、次に論点を説明します。 

 

○会計企画官 

 引き続いて、事務局から論点を申し上げます。33 ページを御覧ください。論

点と説明シートの下半分が論点です。2 点挙げています。 

 1 つは、中国残留邦人等の高齢化に伴い、永住帰国希望者が減少している中で、

帰国後の 6 か月の入所研修を実施するために、定着促進センターの運営経費を支

出することは費用対効果が低いのではないかということです。その流れで、定着

促進センターの機能を支援・交流センターへ集約するなど事業運営の効率化を検

討する必要があるのではないかということとしています。よろしくお願いします。 

 

○行政改革推進室長 

 それでは、質疑応答に移ります。どなたからでもよろしくお願いします。 

 

○増田委員 

 今、御説明にあったように、私ども、所沢のセンターにはお伺いをして現状を
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御説明いただいたわけですが、もう既に検討されている今後の対応の中で、今お

話になった定着促進センターの機能を支援・交流センターにそのまま持って行く。

確かに平成 26 年度 1 家族、それからお話を伺った限りですと、今年度はと言う

と、8 月に 1 家族が予定されているというお話でしたので、あれだけの研修施設、

それから宿泊施設は必要ないのかなと正直思っているところですので、今後の対

応策の中で、定着促進センターの機能を支援・交流センターに付加すると言うの

でしょうか、そういったことでの何か制約要因なり支障なり、そういうことは考

えられますか。それとも、全くそれは円滑に行くとお考えでしょうか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 お答え申し上げます。現在、支援・交流センターについては、台東区御徒町駅

近くに設置していますが、こちらは先ほど申し上げた通所型の施設です。現在の

定着促進センターは宿泊かつ研修を同時に行っていますので、統合する場合には

宿泊施設の確保が不可欠と考えています。私どもいろいろ現状を調査して、現在

の御徒町周辺で居室を設けるほうがよろしいか、あるいは周辺地域で居室が設け

られるかということを検討した結果、現在帰国者の方が東京都に定着していると

いう実態から、足立区の UR の賃貸住宅を借りてはどうかということで考えまし

た。 

 それから、教室、事務室については、現在支援・交流センターの教室が 4 教室

ありますが、それをやり繰りすること、それから、事務室についても若干の空き

スペースをやり繰りすることで、現在の支援・交流センターの教室、事務室を共

用することで対応できるのではないかと考えていますので、いわゆる日本語教育

等の技術的な問題は統合しても特に問題は生じないであろうと。あとは、直近の

問題としては、居室を然るべき箇所に設けて、そこから通所しながら研修を受け

ていただくという体制作りが必要と認識しています。 

 

○増田委員 

 現在、所沢で行われている通信教育ですか、あちらもそのまま統合することに

よって事業そのものは継続できるということですね。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい。現在、所沢の定着促進センターで約 1,500 人の方が通信教育と言いまし

ょうか、遠隔学習の日本語教育支援を受けています。その事業を統合することで、

支援・交流センターのほうに事務室を設けて同様な形で遠隔学習支援を行うこと

ができると考えています。 

 

○増田委員 

 帰国して、それで身元引受人と言いましたか、そういうところで日本に居住を

して、ただ、言葉の問題で、例えば健康の問題ですとか、ないしは年金の問題と

か、等々のサービスということで、確か所沢でそういう言葉の問題を解決するた
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めの窓口と言うのでしょうか、それは地公体の方なのか、ないしは身元引受の方

なのかあれですが、そういう対応もされているというお話を伺ったと思いますが、

それも今回支援・交流センターに統合していく中でも十分に対応可能だというこ

とですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい。現在、定着促進センターで実施している生活指導、あるいは身元引受人

の方との面接などについては、統合されても同様に実施したいと考えています。

ですから、実際、地域に定着した後に身元引受人の方がより親身になって相談に

応じていただくこと、それから、行政機関などに相談に行く際には、自立支援通

訳等の制度を活用することで帰国者が不便がないように支援することが可能だと

考えています。 

 

○上山委員 

 事前勉強会とか現地でお聞きして説明いただいているので、一応この場でも説

明をいただきたいのですが、現状のままでいった場合に要する費用と、先ほど検

討するということでオプション 2 つ提示されていますけど、それぞれの比較につ

いて、簡単に数字を挙げながら説明いただけますでしょうか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 分かりました。私どもでこの間検討して、現在所沢の定着促進センターを維持

しながら、維持と言うのは電気設備等の改修が必要と考えているので、現状を維

持した場合の運営経費については、これが約 2 億円ということで見込んでいます。

なお、平成 28 年度については、先ほど申し上げた改修、それから宿泊棟は兼用

として 1 棟だけで賄えると思いますので、解体するとした場合に約 1 億円という

ことで、改修、解体費で平成 28 年度限りですが 1 億 5,400 万円の経費が支出増

になると考えています。平成 29 年度以降は 2 億円で推移すると見込んでいます。 

 検討内容 1 です。小規模な施設を、これは所沢周辺に借り上げて、具体的には、

教室、事務室等で 200 ㎡、月額の家賃が 32 万 4,000 円を見込んでいます。それ

から、居室 2DK 約 48 ㎡ですが、それを 2 戸借り上げて月額 11 万 9,400 円で、引

き続き独立した定着促進センター事業として実施した場合、単年度の運営費が 1

億 7,400 万円を見込んでいます。なお、この場合、宿泊棟と研修棟は解体をしま

すので、平成 28 年度の解体費を見込みますと更に 2 億円が必要になるというこ

とです。 

 検討内容 2 です。支援・交流センターに機能を統合した場合です。教室、それ

から事務室は共用することで考えています。それから、居室は足立区内に 2DK の

賃貸住宅を 2 戸借り上げて、月額 17 万 4,000 円を予定しています。統合に伴い

人件費等も削減できるということで、従来の運営費については所長、部長、係長

という 3 人の予算等、それから日本語講師等の計上をしていますが、そちらを減

額予定です。それから、遠隔学習の事務室スペース、日本語講師については、現
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在の支援・交流センターのスペース、それからスタッフの協力をいただくという

ことでこちらも減額しています。 

 介護情報提供事業については、支援・交流センターで現在情報提供事業という

のを実施しているので、そちらに統合したいと考えています。それらの経費で年

間 1 億 1,900 万円の所要を見込んでいます。研修棟と宿泊棟は、所沢のほうは今

度は解体が必要ですので、平成 28 年度に限り解体費として更に 2 億円が必要に

なると見込んでいます。 

 

○上山委員 

 ありがとうございます。そうすると、経費から見ても、一応統合した場合、支

援・交流センターに機能を統合した場合というのが一番長い目で見て安くなって

くるというような理解でよろしいでしょうか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい、おっしゃるとおりです。 

 

○上山委員 

 そうすると、オプション 2 つ挙がっているわけですが、支援・交流センターに

機能統合という以外、もう 1 つのオプションを考える余地というのは何かあるの

でしょうか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 私ども、この資料でお示しした案としては、小規模な施設を別に借り上げて定

着促進センターという独立した形を維持するか否かというところで検討案の 1 と

2 を考えましたが、今、先生が言われるように、統合した場合が一番経費的には

効率的であるということ、それから、現在の機能をほとんど損なうことなく統合

が可能という見込みを立てているので、方向性としては統合することが効率的と

考えています。 

 

○上山委員 

 ありがとうございました。 

 

○行政改革推進室長 

 他にいかがでしょうか。 

 

○太田委員 

 こちら、定着支援ではないほうの、今の宿泊のあるほうですね、定着促進セン

ターですか、そちらについては今、減価償却費等は発生しているわけですか。そ

れとも、キャッシュフローだけで費用、この事業費の中には減価償却費等は入っ

ているのでしょうか。 
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○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 事業費の中には、これは人件費ですとか施設の維持経費なども含まれていると

ころです。ですから、先ほど申し上げましたが、定着促進センターを平成 28 年

度も同様に運営していくと 2 億円かかるということで、その中で維持管理もしな

がらということで考えています。特に、平成 28 年度は研修棟の建物が若干傷ん

でいるということで、業者に見積もっていただいたところでは改修費だけで

5,400 万円の支出が必要ではないかと言われています。 

 

○太田委員 

 キャッシュフローベースでということですか、それは。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい。 

 

○太田委員 

 ということで、建物については考えないとすると、これを使わないと言った場

合にこの建物はどうなるのでしょうか。設備は。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 私ども、これは国有財産を使わせていただいていますので、国有財産の用途が

済んだということで用途廃止をして、厳密に言うと、研修棟は財務省にお返しす

ることになると思います。それから、宿泊棟は国立障害者リハビリテーションセ

ンターからお借りしている土地ですので、そちらにお返しすると。お返しする際

には、建物付きでお返しするのは困ると言われているので更地にしてお返しした

いと考えています。 

 

○太田委員 

 とすると、財務省に返される部分についての再利用というのは、とりあえず管

轄外だから考えないということですね。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい、現在は当方では考えていません。 

 

○太田委員 

 そちらは建物付きで返すということですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 いえ、両方とも。 
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○太田委員 

 そちらも更地ですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい。更地にしたいと考えています。 

 

○太田委員 

 つまり、気になったのは、こちらの事業ではその費用が節約できるけれども、

国のどこか他で同じように費用が発生するのだとあまり意味がないと思ったので

すが。土地を更地にしてしまうので特に追加の費用負担は財務省さんのほうでも

生じないという理解でよろしいですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい。平成 28 年度の概算要求において解体費用も要求したいと考えています。 

 

○太田委員 

 その土地の再利用は管轄外だから分からないということですね。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい。 

 

○太田委員 

 はい。ありがとうございました。 

 

○行政改革推進室長 

 他にいかがですか。 

 

○井出委員 

 教えていただきたいと言うか、少し気になることで。恐らく、何となく方向性

は見えてきているのかという気がしているのですが。仮に、現状でも集約された

場合でも、結果として事業を委託している所がありますね。基本、ずっとある団

体に委託をしているのですが、今後も結果としてはここの基金にしかお願いでき

ないのか。逆に言うと、また負担が大きくなるかもしれませんが、ここに今後競

争性ということが働くのか働かないのか。つまり、いわゆる委託で企画をするの

か分かりませんが、そこのところはどういう感じに、今後の方向性として、つま

り、こういう事業ができる所を育てていこうという考えがあるのか。いやいや、

もうここの基金しかやはりできないのかというところなのか。それによっては、

いくら企画競争しても埒が明かないのであれば、やはりこの基金のいわゆる団体

と、いわゆる随契というのはいいこととは思いませんが、やはり価格交渉をして、

極力少しでも委託の金額を下げていくような、言わば次の努力ということをして
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いただいてもいいかなという気もするのですが、その辺のところはいかがでしょ

うか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 私ども、毎年度事業の委託をする際においては、公募という形で当方から仕様

書をお示しして、それぞれ公募という期間を設けて募集しているところです。実

態については、公益財団法人中国残留孤児援護基金がこのセンター設立のときか

ら受託団体になっていて、このセンターの設立も、そもそも昭和 57 年に旧厚生

省に設けられた中国残留日本人孤児問題懇談会、大臣の私的諮問機関ですが、そ

こにおいて中国残留孤児等の援護を目的とする特定の公益法人の設立の必要性、

それから、帰国者を受け入れて一定期間研修を行う中国帰国者定着促進センター

の設置の必要性について提言を受けたところです。そういう経緯からすると、私

どもこの中国残留孤児の受入れをお願いする団体としては、これまでの経緯、そ

れから日本語講師や生活指導などの技術的な支援の問題等からしても、公益財団

法人中国残留孤児援護基金が一番最適な団体ではないかと。それから、これまで

も公募しましたが、いわゆるそういった人的なスタッフですとか技術的な問題、

それから、同様な事業実施をするとした場合の人材の確保、それから体制等の問

題で他団体が申し出てこないという状況があるので、現状では 1 者だけという状

況です。 

 

○井出委員 

 ありがとうございました。 

 

○佐藤委員 

 御説明ありがとうございました。この支援・交流センターの具体的な事業と、

今の定着促進センターの事業と、多分、御説明いただいた資料の 13 ページと 24

ページ辺りだと思うのですが、これは、統合と言うときにどのようにしてかぶさ

って、どこが消えていくというか、特に定着促進事業のどの事業が支援・交流セ

ンターのどの事業に吸収されていくのかという、何かもう少し具体的なイメージ

を持ちたいのですが、御説明をお願いできますか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 定着促進センターの事業は先ほど申し上げたページですが、13 ページを御覧

ください。支援・交流センターで今、6 つの事業を実施しています。特に、定着

促進センターで日本語の研修、それから生活指導の研修などを実施しているとこ

ろです。 

 1 番の日本語学習支援事業です。ここで日本語の集中的な研修を実施したいと。

定着促進センターでは、現在集中的に帰国直後 6 か月間の日本語の研修を行って

いますので、その部分をここで実施したいと考えています。 

 生活相談事業です。実際に定着促進センターでは、夜間も宿直職員が張り付い
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て夜間での生活支援面の相談、援助などを実施していますので、この生活相談事

業で実施、生活指導等を行っていきたいと思います。 

 交流事業です。これは、言葉や習慣の違いから孤立しがちな方に交流の場を提

供するというものですが、これは引き続き支援・交流センターのほうで実施する。 

 普及啓発事業も同様に実施したいと考えています。現在、普及啓発事業として、

支援・交流センター、それから定着促進センターともに情報誌、ホームページで

の情報提供などを行っていますので、それらは統合できるのではないかと思いま

す。 

 5 番の情報提供事業です。現在、定着促進センターにおいては、介護情報提供

事業ということで、帰国者の高齢化に伴い、自治体で言葉が不自由で必要な介護

の支援などが受けられない場合にノウハウを情報提供している事業を定着促進セ

ンターでやっていますが、これを支援・交流センターに統合することで一体とな

ってできるのではないかと思っています。 

 6 番の地域で活動する NPO との連携です。これは、地域に定着した方々に支援

を行う NPO とセンターが連携して行う事業ですので、引き続き実施していきたい

と思っています。 

 

○佐藤委員 

 それで、例えば今、定着促進センターではこの間伺ったところで正規職員が 4

名で臨時職員が 14 名なのですが、これらが、ではどんな感じで減ると考えたら

いいのか、どういうイメージで人件費とか人のやり繰りは変わっていくと思えば

よろしいのですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 現在、定着促進センターには正規職員が 4 人、臨時職員が 14 人います。これ

は、統合することで、実際に管理職部門、例えば統合の場合は正規職員が 1 人、

それから臨時職員が 13 人で運営できるのではないかと考えています。特に、所

長級、部長級の職員については現在の支援・交流センターの所長級、部長級が兼

務することで人員が減らせるのではないかと考えています。それから、臨時職員

として、常勤ではないのですが日本語講師等の方をお願いしていますので、これ

らの方も現状 18 人から 13 人に人数を減らせるのではないかと考えています。 

 

○佐藤委員 

 例えば、日本語の教育の所なのですが、この間の定着促進のほうでも、一応遠

隔の日本語教育があって、恐らくこちらの支援・交流センターでももともと一緒

にやっていたはずだったと思うのですが、日本語学習支援事業があるので、この

2 つはある意味遠隔事業に関して完全に同一になると思うのです。教材を含めて

同じになると思ってよろしいのですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 
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 はい。遠隔学習支援事業については、現在、定着促進センターにおいて中国語、

ロシア語の日本語講師にお願いして実施しています。これを統合しますと、支援

・交流センターのほうにその機能を移すということで、講師の時間数などの節約

が可能ではないかということで、中国語の遠隔学習支援については、現在 5 人で

1 日 8 時間日本語講師をお願いしているのですが、これを支援・交流センターの

日本語講師にも協力をいただければ 1 日 4 時間で済むのではないかということで、

遠隔学習事業における日本語講師の人件費を節約したいと考えています。 

 

○佐藤委員 

 こちらの定着促進の所で、1 つの事業として教材の開発というのがあるのです

が、これは多分、入所者に対する研修でも独自の教材を使われていると思うので

すが、この教材については、先ほど井出委員からの質問にも関わるのですが、も

う少し外注するとか、日本語学校はありますよね、うちの大学にもよく来るので

すが、中国人の留学生向けの日本語学校とかというのがありますし、何かそうい

うところで外注とかコスト節減の工夫の余地はあるものだと認識されていますか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい、それは、これまで実績として教材開発を実施してきていますので、それ

らのノウハウを活用してコストを少なくしていくということは考えています。 

 

○行政改革推進室長 

 それでは、先生方、コメントシートの記入も進めていただくようにお願いいた

します。他にありますか。 

 

○横田委員 

 支援・交流センターに統合していくということで、支援・交流センターのこと

をお伺いします。先ほど、13 ページでお話をされていた事業というのは、基本

的に 47 都道府県全てで同じように同じ内容のことを行っているという理解でよ

ろしいでしょうか。要は、47 都道府県全てに支援・交流センターがあるという

理解でしょうか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 中国帰国者支援・交流センターの設置箇所については、全国で 7 ブロック中心

地に 1 か所ずつ設けております。ですから、47 都道府県にはないのですが、7 ブ

ロックの考え方としては、帰国者が多く居住している地域ということで、それが

公営住宅等の関係もあり、ブロック中心地に帰国者が一番多く居住しておられま

す。例えば、東北ですと仙台、東海・北陸ですと名古屋というように、ブロック

中心地に設けております。 

 

○横田委員 
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 これは、身元引受人の方がどのタイミングで決まるかにもよるかと思うのです

が、今回候補として上野、足立区が挙がっておりますが、他のブロックでの受入

れや統合も検討の余地はあるのでしょうか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 現在、中国からの帰国者が日本に帰ってくる際に、日本での定着地の希望を帰

国前に聴取しまして、御本人が例えば東京に定着したいとか、大阪に定着したい

という希望を伺った上で、身元引受人をあっせんするという事務を行っておりま

す。現状では、ここ数年間中国からの帰国者は、ほとんどが東京に定着希望です。

これはどういうことかといいますと、これまで一時帰国などで東京を見学したり、

あるいは近郊の都市なども見学したりしているのですが、そういった状況がある

程度分かる所、それから、これまでに帰国した方々の情報等で、どこが住みやす

いかという話も出ているのだと思いますが、現状としては東京を希望される方が

圧倒的といいましょうか、ほとんど東京です。 

 

○上山委員 

 確認というか教えていただきたいのですが、基本的にこの事業は帰国後 6 か月

が対象ということでよろしいのですか。そうすると、先ほども出ていた遠隔学習

を受けられている方は、帰国後 6 か月以内の方だけではないですよね。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい。遠隔学習は、いつでもどこでも始められるということで、期間は 6 か月

と限定しておりません。 

 

○上山委員 

 本来的には、この事業の射程外ということでよろしいのですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 日本語教育を帰国直後からずっと支援して、日本語のマスターをしていただく

という面では、ある意味継続性はあると思うのですが。 

 

○上山委員 

 今回統合される支援・交流センターでも、それはやられていて、6 か月経てば

こちらでというような、今までは切り分けになっていたわけですよね。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 そうですね。 

 

○上山委員 

 それにもかかわらず、そういった部分も含まれているようなので、今回統合す
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るに当たっては、要は重複部分を単純に統合するという話ではなくて、いろいろ

重複で経費削減というのはもちろん書かれているのですが、相当重複している部

分が他にもあるのではないかという気がしますので、既存のものの中でも本来射

程外のものが入っていたりして重なっていたら、その部分は十分に削っていける

という話だと思います。はっきり言って、この事業のこの方向性はほぼ見えてい

るような話なので、それをより効率的にしていく方向で進めていただくことは、

きちんとやっていただければと思います。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい、分かりました。 

 

○太田委員 

 事業の趣旨としては、中国残留邦人とその家族に対して、帰国を受け入れるに

当たって少しでも障害を少なくすることだと思います。これは、事実上、中国で

育った方が日本に来ることは大変なことで、恐らくその 6 か月では足りないとい

いますか、そのあとかなりの困難を経験されているものと思われます。データは

取りにくいかもしれませんが、例えば平均所得が日本人の平均所得と比べて非常

に低いとか、いろいろな困難に遭われていらっしゃるとか、そういう状況なので

しょうか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 過去に、中国残留邦人の実態調査を実施しております。直近では、平成 21 年

度に実施いたしましたが、いわゆる中国残留邦人の本人は、既に平均年齢が 75

歳で稼働年齢を超えておりますので、その 2 世の方などの就労状況の実態を見ま

すと、いわゆる非常勤や短期雇用に就いていらっしゃる方が多く、なかなか安定

雇用に結び付いていない実態があります。その原因としては、言葉がなかなかう

まく通じなかったり、中国の雇用慣行と日本の雇用慣行の違いなどによって、す

ぐに短期間でやめてしまったりというような実態があります。 

 

○太田委員 

 とすると、この事業での効率化で、センターを 1 つ廃止・統合するということ

で、浮いて出てきた資金の使い道として、経費削減は 1 つの考え方ですが、そう

いった支援の方向を手厚くするというようなことは考えていらっしゃるのですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 この事業を統合することで、経費的な効果が出てくると考えております。実際

の中国残留邦人等の支援の中で、やはり高齢化に伴う支援、老後の生活の安定を

図るために支援を充実させていくこと。それから、2 世、3 世の就労支援などを

充実させていくことは、今後の検討課題ですので、それらの事業の中身の充実等

は考えていく必要があろうと思っております。 
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○太田委員 

 ということは、具体的には考えていらっしゃらないという理解でよろしいです

か。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 具体的には、いわゆる現在言葉が不自由な方のために、自立支援通訳を派遣す

る制度はあります。これは、国から自治体に補助金を交付しまして、自治体で実

際に事業を実施していただいております。その事業の充実、あるいは就労相談で

すね。実際には、ハローワークで仕事を見付けて、その後も継続して安定した仕

事ができるように、就労相談支援事業なども充実したいと、具体的に考えており

ます。 

 

○太田委員 

 それは、この事業の枠内でということですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 現在御検討いただいております帰国受入後事業の他に、地域に定着した方々を

支援するための定着自立の支援事業もありますので、そちらの枠を充実させたい

と考えております。 

 

○太田委員 

 それは、ここで削減した分を、そちらに当てるということですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 全体の配分をどうするかという問題はありますが、私どもとしては、それらの

定着自立の充実の事業に、こちらを振り向けていければ、より事業の充実ができ

るのではないかと考えております。 

 

○太田委員 

 分かりました。ありがとうございました。 

 

○佐藤委員 

 今の質問の続きになるのですが、恐らく 1 世の方と 2 世以降の方々は、多分日

本に定着する上での困難はかなり違っていて、恐らく 1 世の方はもちろん言葉の

問題はあります。75 歳を過ぎていることもありますので、今さら日本語という

わけにはなかなかいかないとすれば、そこは何らかの通訳を含めた手当が必要だ

と思うのです。2 世、3 世になりますと、言葉の壁なのか、習慣の壁なのか、こ

れは別にこういった帰国者に限らないと思うのです。今は、海外からいろいろと

研修とか実習生といった形で来られている方々も、様々な問題に直面しておりま
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すので、それは厚労省も管轄でやられていると思うのですが、外国人の実習生の

問題はありますよね。ですから、果たしてどこに 2 世、3 世の就労という話にす

ると、困難があるのか。言葉だけの問題だと言われるのなら、日本語学校があり

ますので、そういった所にあっせんしたり、授業料を補助したりという道もあり

ますし、必ずしもここで、こういう事業の枠の中でやらなければいけないことか

なという気がいたします。 

 実は、それ以外に何かあるとするならば、やはりそこは重点的に見ていかなけ

ればいけないと思うのですが、その辺りのフォローアップや分析は何かされてい

るのでしょうか。それとも、これから考えられるのでしょうか。1 世の問題では

なくて、2 世、3 世のですね。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 今、先生がおっしゃいましたように、まず実態がどうであるかが大きな問題だ

と思っております。今年の 10 月 1 日を基準日にいたしまして、中国残留邦人等

の本人、それから 2 世、3 世を含めて、生活実態を調査するということで、実態

把握を予定しております。特に、2 世、3 世の場合には、言葉については帰国時

の年齢が若ければ若いほどマスターできる方が多いのですが、例えば帰国時の年

齢が 35 歳あるいは 40 歳を超えているような 2 世の方ですと、なかなか言葉が挨

拶程度はできるのですが、仕事に必要な日本語ができないといった方もいらっし

ゃいます。ですから、言葉の支援が必要な方には言葉の身に付くような支援、あ

るいは通訳を付けるような支援が必要ではないかと思っております。 

 特に、日本で安定した仕事を続けていただくためには、やはり身近になって中

国帰国者の事情に詳しい方を就労相談員として配置することで、身近な相談相手

になっていただくことで、2 世、3 世の方も継続して仕事を続けていけるのでは

ないかと思っております。 

 

○井出委員 

 8 ページなのですが、今、多く議論されているのは、永住帰国の中のいわゆる

センターに関わって箱物や機能とかなのですが、他にこの事業の中にはいわゆる

旅費の支給や扶養費の支給うんぬんとあります。合っているかどうか分かりませ

んが、永住帰国の 3 つ目の定着促進センター入所うんぬん以外の何かをストレー

トに支給するようなところで、改善とか何かはないのでしょうか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 資料の 18 ページを御覧いただきたいのですが、これは現在中国残留邦人等の

支援については、中国残留邦人等の支援法の中で実際の支援を実施しております。

平成 20 年 4 月からは、特に生活支援ということで、満額の老齢基礎年金等の支

給、支援給付の支給、それから昨年 10 月 1 日からは配偶者支援金の支給という

ことで、経済的な生活支援を実施しているところです。 

 それから、地域での支援としては、地域での多様なネットワークを活用しなが
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ら、安定した生活ができるような環境を整えるということで、地域住民の理解を

得ながら、日本語教育支援や自立支援通訳等の派遣などを実施しているところで

す。この資料の一番上ですが、先ほどから御議論いただいているのは○印の付い

た中国帰国者定着促進センターでの支援です。こちらを 6 か月間研修いたします

と、地域に定着していただいて、中国帰国者支援・交流センター等での支援を受

けながら、日本語などの研修を継続して受けていただくという流れです。 

 

○井出委員 

 ありがとうございました。 

 

○佐藤委員 

 先ほどの質問の続きになってしまうのですが、ちょっとイメージが湧かないの

で。就労支援について言葉は何となく日本語の先生が教えればいいというのは分

かるのですが、就労支援についてはその道の社労士のような方が付くのですか。

その道の専門家はなかなかいない気がするのですが。ハローワークはどう関わっ

てくるのですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 基本は、ハローワークを利用しながら就労支援をしていく形を考えております。

特に、現在複数の自治体で就労相談員を配置して帰国者の支援を行っております

が、帰国者の事情が分かって、かつハローワークにも顔がつながっているような

方、具体的には、ハローワーク OB の方を就労相談員で配置している自治体もあ

ります。 

 

○佐藤委員 

 素朴な質問ですが、そういうものがあったほうがやはり就職につながりやすい

とか、そういう効果が際立ってあるという理解でよろしいのですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい。やはり、帰国者の職場開拓をどうやって行っていくかがかなり重要なの

ですが、地域の雇用情勢といった情報をお持ちの方の支援を受けていくことで、

就労に結び付くのではないかと考えております。 

 

○佐藤委員 

 一旦就職したときに、フォローアップもそういう方が継続的にやられるという

理解でよろしいですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい。これは、自治体にもお願いしておりますが、基本的な窓口は自治体で、

その手足となっていただくのが就労相談員なり、支援をする方と考えております。 



-  - 16 

 

○佐藤委員 

 どれぐらいフォローアップされるのですか。就職してから、例えば向こう 1 年

間とか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 期限は特に設けておりませんが、場合によっては 2、3 年、就職したのだけれ

どもすぐやめてしまったという方には、2、3 年継続して支援をしている場合も

あります。 

 

○太田委員 

 2 世、3 世の方の実態把握で、直近は平成 21 年度ということですので、そのと

きのデータで結構なのですが、やはり帰国された方の 2 世、3 世というのは同じ

ような場所に集中して住まれているのですか。それとも、皆さんバラバラですか。

故郷は恐らく全都道府県バラバラにあるので、東京に住まれているということは、

もともと 1 世の方の出身地に行かれるというわけでは必ずしもないわけですね。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 はい。 

 

○太田委員 

 そうすると、東京で集中して住まわれているのでしょうか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 東京ですと、23 区の中でも、例えば帰国者が多い区としては江東区、江戸川

区、足立区の 3 か所に集住といいましょうか。これは、理由としては、公営住宅

が確保できるかどうかということで、実際の住宅の支援は東京都の住宅部局に帰

国者が住める住宅を確保していただいておりますので、その住宅の集まっている

所に帰国者もどうしても集まるという状況はあります。 

 

○太田委員 

 帰国されたあとは、もう完全に個人の自由の問題なので、なかなか行政の側か

らは提供しにくいかもしれませんが、例えば言葉の問題であって通訳が必要であ

るとなれば、同じ通訳の方を何人かで一緒に使われれば効率も上がります。ある

いは、1 か所で仕事をされてその能力をいかしてグループで何かアウトプットを

出していっていただくほうが、経済的にはいいのかなというようなことも思いま

した。何か、そういった方面からの支援は考えられますか。あるいは、やはり個

々人で自由に職業に就かれるので、そこを側面支援するというような主体なので

しょうか。 
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○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 基本的には、お住まいになるのも仕事の選択も、個人の自由です。やはり、帰

国者の場合には言葉のハンディなどがありますので、帰国当初は中国残留邦人と

近隣の住宅などに 2 世、3 世の方がお住まいになるケースが多いのが実態です。

ですから、そういった要支援といいましょうか、支援が必要な方の情報を自治体

で把握して、支援する体制を整えて、自治体で人員を確保していくと。具体的に

は、先ほど申し上げました自立支援通訳や、支援給付の事務のお手伝いをしてい

る支援・相談員の方々が身近で支援をしております。例えば、一定箇所に多くの

方がいれば、支援・相談員のスタッフを充実して漏れなく支援できるような体制

を取っております。 

 

○太田委員 

 何か現場を知らないもので、全くとんちんかんなことを言っている可能性はあ

るのですが、例えば日本語で言葉の問題を抱えていらっしゃっても、中国語はで

きるわけですよね。例えば、中国の情報を必要としている、あるいは欲している

ような企業があれば、そういう方々は中国語の能力を使って何らかのサービスを

提供して、例えば収益を上げていくことが可能であれば、そういったことで独立

して経済的に自立していくというような道の支援はできないものかと、思い付き

ベースですが思ったもので伺ったのですが。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 それは、貴重な御意見だと思います。具体的に、中国との仕事で貿易関係に就

いている方もいらっしゃいますし、言葉の能力をいかして通訳の仕事に就いてい

らっしゃる方もおります。それは、個々人の能力と環境の問題だと思います。私

どもとしては、どうしても 2 世の場合は経済的な支援を 1 世の場合と違って実施

しておりませんので、働けなければいわゆる最低限度の生活が営めないというこ

とで、生活保護を受給していただくのが実態です。より、自分の能力をいかして、

収入もいい仕事に就いている方は、それは御自分の能力で対応できる。一方、私

どもはどうしても仕事が見付からないとか、働けなくて収入が得られないという

方々を何とか働ける状態まで支援したいと考えて実施しているところです。 

 

○佐藤委員 

 今の話を聞いていて、確かに言葉の問題が第一だと思うのです。もう 1 つは、

教育水準です。つまり、中国でどういう教育を受けてきたかという問題で、仮に

それが先ほどの太田先生の議論ではないですが、仮に普通に大学を出られている

方であれば、ある意味自分でビジネスも起こせますし、何らかの特殊能力を発揮

できるはずです。仮に、言葉ができなくても、逆にその特殊能力がアドバンテー

ジになります。うちにも、日本語がほとんどできない留学生は幾らでもいます。

ただ、逆にもともと育ってきた教育水準に難があるということであれば、つまり

日本における標準的に仕事に就く上で難がありということであれば、逆に、言葉
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と合わせて、職業訓練的な支援も必要になってくるのかなと思ったのですが。 

 先ほど、実態調査の話が出ていたのですが、どのようなバックグラウンドをも

っていて、どこにボトルネックがあってというのは、分析はあまりされていない

のですか。それとも、これからしていくのでしょうか。私も思いつきで言ってい

るのですが、かなり背景が人によって違うのかなと思うものですから。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 おっしゃるとおりですね。やはり、学歴といいましょうか、中国での生活歴の

問題が影響していると思っております。これまでも、実態調査等でも調べました

が、やはり高学歴の方は少ないのが実態です。そもそも中国残留邦人は、いわゆ

る旧満州地区、中国東北の農村部に開拓団として入植された方々の子どもさんで

すので、生活地域が農村地域の方が多いのが実態です。その後、都市部に移られ

ている方もいらっしゃいますが、学歴としては日本の学歴ほど高い状況にはない

と認識しております。 

 

○太田委員 

 そういった教育面の支援というのは、全く今のところ政策メニューにもなく、

今後とも実施予定はないということですか。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 現在も、日本で例えば資格を取得したいという 2 世、3 世の方がいらっしゃっ

た場合には、資格取得支援のための資金を全額ではありませんが支給して、資格

が取りやすいよう支援を実施しているところです。 

 

○上山委員 

 多分逆方向からなのですが、支援はし出すと幾らでも支援できて、際限なくや

ってあげられることができると思うのです。一方、それはある程度のところで歯

止めをかけなければいけないバランスが必要だと思います。今、ここでどこまで

という話だとは思うのですが、そこのバランスのところは、意見ですが、十分に

留意していただければと思います。どんどん広げていくのは、必ずしも正しくは

ないのかなと。もちろん支援は必要だとは思いますが、一定の限度は常に頭に置

いていただく必要があるのかなと思います。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 おっしゃるとおりだと思います。 

 

○行政改革推進室長 

 他にどなたかありますか。もうお一方ぐらいいらっしゃいますか。それでは、

とりまとめまで少々お待ちいただければと思います。 
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○増田委員 

 これは、質問とか意見ではないのですが、実務の段階で実は会計監査をやって

いるときの監査先の会社で、たまたまそういった中国の人がいた場合に、何とな

く耳に入ってきたことは、やはりカルチャーの違いというのでしょうか。言葉の

問題は確かにあるかもしれませんが、それを超えたところでカルチャーの違いと

いうのでしょうか、日本の従業員は、何かあれば「すみませんでした」と一言謝

るというのがあるのですが、なかなか否を認めないというのでしょうか。否を認

めると、何か大きく自分自身を否定することになるのではないかというので、そ

こで人間関係が非常に難しくなってしまうというのは、工場の現場などでよく耳

にしました。ですから、そういった点が日本の社会になかなか飛び込みづらいと

ころなのかなと。そういうことを、会社の監査に行ったときに耳にしたことはあ

ります。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 先生が今おっしゃいましたように、中国から帰国された方が雇用の場でいろい

ろトラブルになるのは、自分の否を認めないのは、かなりケースとして聞いてお

ります。ちなみに、中国では謝ったら負けというような社会生活上の考えがある

ようで、謝ることは自分に否があるから謝るのだというような認識があるようで、

その辺りが日本の会社あるいは会社の同僚の方からもなかなか理解してもらえな

いという問題があります。そこは、やはり根気強く日本ではこうで、このように

なっていますからという説明、援助をすることが重要ではないかと感じておりま

す。 

 

○横田委員 

 1 つだけ、現場を拝見しての意見を、ちょっと残させてください。かなりサポ

ートされている方が、残留邦人の方を思って、教科書を作ったりとか丁寧にされ

ている印象を持ちました。製本なども、部数が少ないから自分たちがやっている

のだというように一生懸命おっしゃっていたのは、感心しました。一方、もっと

日本語教育のプロフェッショナルの教科書があったり、本当は外に向けたらいい

ものが集まっているのを、自分たちが手弁当で作っているみたいなところも少し

あるような気がしたので、そこも配慮しながら、人員の効率的な体制などを検討

していただけたらと思います。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 その内容についても、当方でも検討してまいりました。特に、中国からの帰国

者の方は、例えば小学生の方から 80 歳、90 歳の高齢者の方もいらっしゃいます

し、年齢階層が様々なこと。それから、学歴についても、大学あるいは大学院を

出たような方もおりますし、日本でいいますと小・中学校しか出ていないような

方もいらっしゃいます。例えば、日本の大学に留学してくるような方というのは、

一定程度中国において日本語を勉強したり、あるいは学歴も一定程度に達した方
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がいらっしゃると思います。中国の帰国者の場合は、そこは様々ですので、やは

りそういう方にどのように日本への定着のための日本語をマスターしていただく

か、あるいは、生活習慣を覚えていただくかが重要だと思っております。ですか

ら、今後も日本語教育あるいはいろいろな支援をする際のノウハウなどは、これ

まで蓄積してきたノウハウあるいは技術的な専門家等の意見を聞きながら実施し

ていきたいと思っております。 

 

○行政改革推進室長 

 それでは、とりまとめ役の井出先生から、評価結果案及びとりまとめコメント

案の発表をお願いいたします。 

 

○井出委員 

 本事業について、まず集計結果を発表いたします。「廃止」1 名、「事業全体

の抜本的改善」3 名、「事業内容の一部改善」2 名、「現状通り」0 名となりま

した。各委員からは、「定着促進センターの機能を支援・交流センターに引き継

ぐ形で統合すべきである」「価格協議を徹底し、運営費の縮減を図るべきである」

「統合に際して、重複を排除し、効率化、経費削減を図るべきである」「カリキ

ュラム、教科書の外注・外部活用も含めた効率化を図るべきである」「2 世、3

世を含む帰国者のフォローアップ、自立支援が必要である」などのコメントがあ

りました。 

 それでは、私から評価結果案及びとりまとめのコメント案を提示させていただ

きます。ただいまの評価結果から、当該事業の評価結果としては、「事業全体の

抜本的改善」が妥当であると考えられます。とりまとめのコメント案としては、

「見直し案にある、現在の中国帰国者定着促進センターは廃止し、その機能を首

都圏中国帰国者支援・交流センターに統合して、日本語教育、基本的生活指導等

の支援を実施することに加え、管理部門の合理化、首都圏中国帰国者支援・交流

センターの施設の活用等によって、重複がないように内容を見直し、全体として

の運営費の縮減を図ることが必要である。」とさせていただきます。 

 ただいま、評価結果案及びコメント案を御提示させていただきましたが、各委

員の先生方、御意見があれば、よろしくお願いいたします。 

 

○上山委員 

 質問なのですが、私は「廃止」としたのですが、結果的には統合して「廃止」

ではないというのは、2 事業をまだ並列するのですか。ジャストアクエッション

なのですが。1 事業になるのですよね。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 統合ですので、1 事業の中で実施していきます。 

 

○上山委員 
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 それは「廃止」ではなくて、「抜本的改善」という言葉で正しいのですか。1

事業で 2 施設なのですか。分かりました。失礼いたしました。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 統合の整理ですが、現在定着促進センターを廃止して、中国帰国者支援・交流

センターにその機能を統合するということで考えておりますけれども、それでよ

ろしいのでしょうか。 

 

○上山委員 

 すみません。それぞれに事業があるかと思っていたので、1 事業で 2 施設とい

うことであれば、私も「抜本的改善」に変えていただければと思います。 

 

○佐藤委員 

 私は、逆に「一部改善」にしてしまったのですが、なぜかというと、もともと

2 つの事業があり、同じ事業の中での再整理であることと、それから、もともと

統合の方向性も事務局から出されておりますので、新たな改革案ではないかなと

考えたものですから。ただ、せっかく抜本的な改革だと、見直しだと言うのであ

れば、やはり先ほどから出ている日本語教育の在り方や就労支援の在り方や、2

世、3 世に対する手当、あるいは自立に向けた側面支援であるとか、やはり事業

の中身自体もきちんとこれまでに引きずられることなく、現状に即してやってい

ただかないと、抜本的な見直しと言うにはちょっと弱いかなと思ったのですが。 

 

○井出委員 

 他にはいかがでしょうか。 

 

○太田委員 

 ただのコメントです。基本的に 70 年前に戦争に負けたときに、本来日本国政

府が全員邦人を連れて帰るべきところでうまくいかなかったところからきている

事業なのですよね。ですから、これは日本国政府として当然やるべきことがきち

んとできなかったことの事業ですので、効率化の観点からのみ議論することには

多少の違和感を持ちました。もちろん、不必要な施設、過大な施設を維持して非

効率に運営することは全くないのですが、効率化したあとにいかに 2 世、3 世の

人の定着をうまく図るかをしっかり考えていくという意味で、この事業は戦争直

後に果たせなかった日本国政府の責任を、少しでもその役割を果たすことで、当

時の失敗を減らしていくという事業だと思いますので、効率化を一層図り、また

2 世、3 世の方の支援を今後とも引き続きよろしくお願いいたします。 

 

○社会・援護局援護企画課中国残留邦人等支援室長 

 ありがとうございました。 
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○井出委員 

 よろしいでしょうか。それでは御意見をいただきましたので、まず集計結果に

ついて訂正をお願いいたします。「廃止」0 名、「事業全体の抜本的改善」4 名、

「事業内容の一部改善」2 名、「現状通り」0 名とさせていただきたいと思いま

す。各委員からの御意見は、先ほどのものです。 

 それから、とりまとめのコメント案ですが、先ほどお読みしたものに加えて、

御意見がありましたとおり、就労支援や帰国者の 2 世、3 世のフォローアップ等、

「一部改善」という方がいらっしゃいましたので、そうした単純に縮減というわ

けではなく、様々な面からの充実も中に加えさせていただきたいと思います。よ

ろしいでしょうか。以上です。 

 

○行政改革推進室長 

 ありがとうございました。本事業については、終了といたします。それでは、

次の準備ができるまで少々お待ちください。 

(担当部局入替) 

 

○行政改革推進室長 

 それでは、本日の 2 つ目の事業であります「高齢者の日常生活支援の推進に必

要な経費」についての説明をお願いいたします。説明時間は、5 分厳守でお願い

いたします。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 高齢者支援課長です。「百歳高齢者記念事業」について説明をさせていただき

ます。42 ページから事業の概要の説明です。本事業は老人の日の記念事業とし

て、年度内に百歳を迎える高齢者に対し、内閣総理大臣からお祝い状と記念品を

贈呈し、その御長寿をお祝いし、多年にわたり社会の発展に寄与してきたこと等

に感謝を申し上げるといったことを趣旨としたものです。 

 対象となる方は、重複しますけれども、年度内に百歳を迎える方で、当該年度

の老人の日現在において、存命の方ということになります。本事業は昭和 38 年

から開始しておりますが、資料右下にありますように、昭和 38 年というのは、

老人福祉法が施行となった年です。老人福祉法の第 5 条には第 2 項において 9 月

15 日を老人の日と定めるとともに、第 3 項において、国は、老人の日において

その趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めなければならないという趣旨の規

定があり、この記念事業はこの趣旨に沿った事業ということであります。 

 次の 43 ページです。本事業の流れですが、毎年度 3 月の時点で、この翌年度

内に百歳を迎えられる国内の高齢者の方について、都道府県、指定都市、中核市

の御協力をいただき、数の把握をします。3 月から 6 月の間に調達をして、6 月

の時点で改めて都道府県等や、また、海外にお住まいの百歳の方もいらっしゃい

ますので、そういった方について氏名の確認をさせていただきます。6 月から 9

月までの間、その名簿に基づき、お亡くなりになった情報等ございましたら、そ
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れは随時把握して名簿の更新をいたします。 

 老人の日の 1 週間前にこの名簿に基づき、お祝い状、記念品を送付し、都道府

県等、また、海外の方については、在外公館からお祝い状及び記念品を百歳高齢

者の方に贈呈をしております。 

 経費の面について、44 ページです。予算額は直近の平成 26 年度を御覧いただ

きますと、2 億 5,600 万円、執行額が 2 億 3,800 万円、このうち、2 億 2,000 万

円ぐらいが銀杯、いわゆる記念品が占めています。銀杯の仕様を 45 ページに示

しておりますけれども、純度 99.7％以上ということで、いわゆる純銀でありま

す。大きさは 90 ㎜、いわゆる三寸の大きさです。艶消しで「寿」という文字を

刻み、ここに老人の日記念ということで、その年次と 9 月 15 日、また、内閣総

理大臣という文字を刻んで桐の箱に入れ、のしを付けてお渡しをしております。 

 次のページに、調達の状況について示しております。予算額は、先ほど説明し

ましたとおりですけれども、調達個数が平成 26 年は 3 万 1,500 個でした。この

調達個数については、毎年増えてきております。実績の所に、実際に贈呈した個

数です。平成 26 年には 2 万 9,300 です。こちら、調達の段階で、若干余裕を見

込んで調達をしておりますので、毎年残数が出ている状況です。 

 なお、落札の状況について、参考までに入札参加者数、落札率について示して

おります。なお、この経費については銀相場の影響を受けますので、銀相場の状

況を 47 ページに付けております。 

 続いて 48 ページ、効果について、実際にアンケートを行った結果を示してお

ります。効果があった、また、喜ばれるという評価もいただいていますが、どち

らともいえないといったような記載もありました。これは、銀杯と合わせてお祝

い状を渡しておりますので、どちらの効果か、判定が難しいといった御意見が多

くありました。 

 49 ページです。調達個数について、毎年伸びていくことがお分かりいただけ

るかと思います。 

 最後、50 ページですけれども、見直しの方向性として、先ほど説明しました

とおり、毎年残数が生じておりますので、この残数について、より精査を行い、

無駄のない執行に努めていきたいと考えております。以上です。 

 

○行政改革推進室長 

 ありがとうございました。それでは、次に論点を説明いたします。 

 

○大臣官房会計企画官 

 事務局から論点を説明いたします。通しページで 51 ページです。下に論点が

2 つありますが、本事業は、「百歳を迎えられた方々の長寿を祝い、かつ多年に

わたり社会の発展に寄与して来られたことに感謝するとともに、広く国民が高齢

者の福祉についての関心と理解を深めること」を目的に、昭和 38 年度から事業

開始され、長期間経過していることから、事業の効果や執行法について検討をす

る必要があるのではないか。また、取り分け本事業の経費のほとんどを占めてい
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る「銀杯」の贈呈が効果的かどうか等について検討する必要があるのではないか、

としております。よろしくお願いいたします。 

 

○行政改革推進室長 

 はい、それでは質疑応答に移ります。よろしくお願いいたします。 

 

○上山委員 

 最初の事前勉強会でも申し上げましたし、この間の公開プロセスのときにも申

し上げたのですが、そもそも、この事業を公開プロセスで討議する必要性がある

のか、なぜに選ばれたのか。そもそも予算額も小さいですし、御省は一般会計だ

けで見て 29 兆何億円というような予算の中で、3 億円余りで、しかも討議すべ

きところもほとんど限られていて、これだけの人間を使って公の場で討議する必

要があるのか。他に、より討議すべき事業があったのではないか等々、疑問だら

けなのですが、その辺のところをちょっとお答えいただければと思います。 

 

○大臣官房会計企画官 

 事務局からお答えいたします。公開プロセスは、今回 2 日間にわたって 7 事業

をお願いしてございますが、この選定に当たりましては、これまでの執行状況か

ら何らかの形で見直しを検討すべき課題や論点があると考えられるものを抽出し

て、お願いしているものでございます。 

 本事業につきましては、老人福祉法が制定されました昭和 38 年以降、長年に

わたって、ほぼ同じ形で事業が継続しておりますが、百歳以上の高齢者の方が極

めてまれな存在であった事業創設当時と、数万人に及ぶ現在とでは、この事業や

制度を取り巻く環境が大きく変化をしていると考えております。 

 そこで、外部有識者の先生方の目で改めてどのように評価なさるか、率直に御

検討お願いしたいということで選定をしたものでございます。事務局として当然

のことでありますが、結論について予断を持って、この場にお出しをしているわ

けではございません。この事業について公開プロセスにおける議論の結果としま

して、当然のことながら、「廃止」、「抜本的改善」、「一部改善」、「現状通

り」の、いずれの結論になることもあり得るという認識ではおります。 

 

○上山委員 

 では、事務局にお聞きします。御省の所管される事業数は幾つですか。事業レ

ビューの対象になるのは、お幾つぐらいあるのでしょうか。 

 

○大臣官房会計企画官 

 事業レビューシート単位で約 1,000 事業でございます。 

 

○上山委員 

 1,000 事業の中の 7 つで、これが上がってくるものでしょうか。議論の対象な
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どというのは、どの事業でも当然ある話ではあるとは思うのですが、その中でも

より重要なもの、よりいろいろな効果の高いもの、公開プロセスの場になじむと

いうものがあるのではないかと思うのですが。1,000 もある中で、これが 7 つの

中の 1 つに入ってくるという具体的な検討プロセスが、全然理解できないのです

けれども、どういうことなのでしょうか。例えば他の事業を 1 つ 1 つ拾っていっ

て、これが少なくとも 7 番目に入るほど、検討の優先順位が本当に高いものなの

でしょうか。 

 

○大臣官房会計企画官 

 今回、7 つの事業をお願いする中に、いろいろなタイプの事業がございます。

その中の 1 つでありますが、先ほどと繰り返しになる部分があって恐縮ですけれ

ども、これだけ長年にわたって、ほぼ同じ形で事業が続いて、一方で、その間の

社会環境の変化が非常に著しいという意味では、1 つ、特徴的な事業であるとい

うふうに考えておりますので、7 つの中に含めて、お願いを申し上げている次第

でございます。 

 

○上山委員 

 同じように長年続いた事業というのは、他にはないのですか。 

 

○大臣官房会計企画官 

 長年続いている事業自体は他にもございますが、続いている中で、この事業で

言えば、百歳をお迎えになる高齢者の方という条件、環境の変化が著しいものと

いう意味では、この事業は特徴的であると思っております。 

 

○上山委員 

 もう 1 つ言うと、先ほども申し上げましたが、これはある程度、議論すべき点

などというのも分かり切っていることで、この場に出さなくても御省の中で十分

に消化できるものではないですか。この程度のことも省内では消化できないとい

うことであられるのですか。 

 

○大臣官房会計企画官 

 この程度のことと考えるかどうか、様々な見方があろうかと思いますが、私ど

もとしては、こういった長期間、同じような形で続いているものについて、惰性

に流れることなくという意味で、外部有識者の先生方の目から見て、どう見える

かということについて、率直に御意見を伺いたいと思っている次第でございます。 

 

○上山委員 

 もうちょっと詳細に選定されたプロセスをお聞きしたいところですね、やはり。

幾らそのようなことを言われても、本当にこれがこの場で議論しなければいけな

いものなのかというのは、到底納得できないです。そういった通り一遍のお答え



-  - 26 

で、ずっと通されるつもりであれば、私としては、ちょっと、この事業の議論に

参加できないのではないかなという気もしてくるのですけれども。 

 

○大臣官房会計企画官 

 プロセスといたしましては、私ども、各省そうですが、行政事業レビュー実施

要領を大前提といたしまして。 

 

○上山委員 

 具体的に言ってください。そのようなものは分かり切っている話ではないです

か。当然、実施要領を見てそれに従っている、そんなことは誰でも、皆、分かっ

ているわけで、では、具体的に、この事業がどのようにして俎上に上がってきた

のかというのをお聞きしているのです。本当の話、さっきから適当に答えられて

いますけれども、本当にそこまで、これって、ここで議論しなければいけないほ

ど重要なものだと、本当に心の底から思われているのですか。真面目な話。 

 

○大臣官房会計企画官 

 真面目な気持ちで御検討をお願いしております。 

 

○上山委員 

 立派ですわ。 

 

○太田委員 

 というか、定量的にお答えいただいてないのですけれども、まず特別会計も含

めて、重複を排除した場合に、御省御担当の予算というのは全部でお幾らなので

すか。一般会計で 30 兆弱という話を伺いました。 

 

○大臣官房会計課長 

 特会のほうで、年金の特会、保険料等を主たる財源としながら、年金給付等に

当てている部分もございますので、全体を通して見ると。 

 

○太田委員 

 概略で結構です。 

 

○大臣官房会計課長 

 恐らく 100 兆円ぐらいはあるのではないかと思います。 

 

○太田委員 

 今回、行政事業レビューで取り上げる事業の予算総額は、その何％なのですか。 

 

○大臣官房会計課長 
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 一番金額が大きいのは、この後にかかります国民年金の関係で、約 80 億でご

ざいますが、あと、前回、御審議いただきました 20 億の長期失業の関係がござ

いましたので、全体を合わせますと 110 億から 120 億ぐらいではないかと思いま

す。 

 

○太田委員 

 とすると、概略は 1 万分の 1 ですか。 

 

○大臣官房会計課長 

 1 事業で何兆円というふうな事業もありますので、そういったところで見ると、

パーセンテージとしては、計算したとして、120 億程度の部分が分子になり、分

母としては特会まで含めるかどうかは別といたしまして、100 兆円程度という話

かと思います。 

 

○太田委員 

 特別会計の事業も当然、行政事業レビューの対象の候補ではあるわけですよね。 

 

○大臣官房会計課長 

 そのとおりです。 

 

○太田委員 

 そうすると 1 万分の 1 という理解で、概略はよろしいでしょうか。 

 

○大臣官房会計課長 

 金額で計算すれば、おっしゃるようなことかと思います。 

 

○太田委員 

 もちろん、非裁量的な金額というのは、恐らく御担当の中では多いでしょうけ

れども、それを仮に 99％としても、裁量的予算の中の 1％という話になるのでは

ないですか。 

 

○大臣官房会計課長 

 前回、少しお答えを申し上げましたけれども、一般会計の裁量的経費というふ

うに分類されているものが、1 兆円弱ぐらいということでございますので、それ

を分母とすれば、先生がおっしゃるような話かと思います。 

 

○太田委員 

 もちろん、金額が小さくても重要な事業というのは当然ございますが、それは

その都度、御説明が必要で、たまたま 7 事業を取り上げたところ 1％になったと

いうことであれば、これは悪意を持って、あえて小さく重要性の乏しい事業ばか
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り選んでいるのではないのかというふうに言われた場合に、何か説得的な説明が

必要だと思うのですよ。その説明がなされれば上山先生も御納得いただけるので

はないでしょうか。 

 

○上山委員 

 いろいろと先ほどから表面どおりの御説明をいただいているのですけれども、

そういう説明が国民に対して本当に説得的に聞こえているかということは、どう

思われますか。どう聞こえようとも、きちんとやっているから、それでいいのだ

というような答えが、また返ってきそうな気もするのですけれども、やはり、ち

ょっと、そうすると、そもそもの公開プロセスの趣旨からは、かなり外れている

のではないのかなという気がしますよね。私、これは事前勉強会のときも申し上

げて、この間も申し上げて、もしかしたら今日はこの事業は撤回になるかなと期

待して来たのですけれども。 

 

○太田委員 

 御説明をいただければと思いますが、あえて悪意を持って重要性の乏しい事業

ばかり選んでいるのではないのかという批判が国民から来た場合に、いやいや、

そうではないと、これは重要性の高い事業ばかり選んで 7 事業になったのだとい

うふうに国民が納得し得る御説明をいただけるかどうかが鍵だと思いますが。 

 

○大臣官房会計企画官 

 1,000 事業の中の 7 事業の選び方について、必ずしも唯一の解があるものかど

うかということはあるかと思いますが、金額規模につきましては、今回一番小さ

いもので約 1.2 億、一番大きいもので約 80 億でございますので、決して私ども

としては小額の事業ばかりを選定したわけでは、そういうつもりではございませ

ん。 

 トータルで厚生労働省の裁量的経費に占めるカバー率ということで考えますと、

今回、2 日間で 7 事業をお願いしているわけですけれども、裁量的経費で行って

いる事業は、いずれも単独の予算規模はそれほど大きいものばかりではございま

せんので、逆に例えば、何割をカバーするということになると、相当な本数を選

ばないと、なかなかそこまでのカバー率にはいかない可能性もあります。 

 それで、一応、これは当然のことなのですが、原則、事業単位で 1 億円未満の

ものは対象としてございませんし、一つの選び方としてお許しをいただいて、こ

れについて議論をいただければ大変有り難く存じます。 

 

○太田委員 

 1 億円未満のものを選ばないというのは一つの基準だと思うのですけれども、

その場合に、1 桁億のものが集中して出てくるという、20 億、80 億のものがあ

るので、100 億だとおっしゃるのですが、その他 5 事業については 1 桁億という

ことですよね。重要度の高さと金額というものは、おおむね比例すると思います
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が、確かに重要ではあっても金額の小さいものはあるというのは、それはもちろ

んそうだと思います。ただ、重要度だけに注目して選んだときに、7 事業中 5 事

業が金額が 1 桁の億に貼り付くというのは、何らかのバイアスがなかったという

ことは、どういうふうに。なかったというのは悪魔の証明でできないのかもしれ

ませんけれども。今年だけ偶然こうだったのですか。昨年はどうだったのですか。

その前はどうだったのですか。これは統計的に、たまたまそうなる確率というこ

とを考えたら、きちんとした申し開きが必要だと思いますよ。 

 

○上山委員 

 これ、こういう選ばれ方をしたら、特にこの事業などはそうだと思いますが、

当然、この種の批判というのは出てくるということで、それは我々だけではなく

て、国民も当然同じように思われるわけですね。そういったものを選ばれる以上

はそれなりに、より説得的な理由を用意していないと、やはり話にはならないで

すよね。見て、自分たちで、これで全然問題がないとは、普通の頭をされていれ

ば、到底思わないはずですし、それで問題ないで押し通してしまおうといえば、

それはもう傲慢としか言いようがない。きちんとした、やはり、御回答をいただ

く必要は少なくとも、ここで議論するということであれば、あるのかなというふ

うには思います。 

 

○太田委員 

 これは御省が、厚生労働省が行政事業レビューというものを、どれぐらいの重

みを持って取り組んでいらっしゃるかの明確なシグナルになるわけで、軽んじて

いないというふうにおっしゃるのであれば、申し開きを伺いたい。そういうこと

です。 

 

○大臣官房会計課長 

 私どもとして、行政事業レビューというものは非常に重要な 1 つの過程だと思

いますし、事業についての不断の見直しを行うという全体の姿勢の中で、1 つの

大きな機会だと思っております。 

 昨年、一昨年の状況を申し上げますと、平成 26 年度の行政事業レビューで、

やはり 7 つの事業を取り上げていますが、その中で一番金額が大きいものが

22.2 億、それから次いで 13 億というものがあり、あとの 5 つについては、8.6

億、7.7 億、1.3 億、1.4 億、1.1 億といった規模でした。 

 それから平成 25 年度ですけれども、一番規模の大きいもので、396.4 億とい

うのがありました。それから、その次の規模で 20.9 億というもの、それから、

14.6 億というものがあり、それ以外のものについては 4.3 億、3.2 億、3.8 億、

2.5 億といった形でした。 

 それぞれの年度で多少金額のばらつきというものはありますけれども、事業全

体を見ましたときに、やはり金額の大きい事業というものは、1 つの事業で金額

面では大きくなりますけれども、事業の本数はそんなに多いわけではありません
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し、各年度の状況から見ましても、今年の選定の中身が大きく異なっているとい

うことでは必ずしもないのではないかと思っております。 

 

○太田委員 

 必ずしもないですか。裁量的予算は 1 兆円として、対象事業 1,000 と。平均は

お幾らですか。 

 

○大臣官房会計課長 

 先ほども申し上げましたように、大きい規模の事業というものは、本数として

は少のうございますので、それを単純に平均するというのは、必ずしも事業の状

況とは反映していないのではないかと思います。 

 

○太田委員 

 平均的なものが 7 つ上がればいいのではないですか。たまたま小さい年もあろ

うかと思いますが。 

 

○佐藤委員 

 ちょっと、この事業について、若干、違和感があるのは、予算額というのもあ

るのですけれども、多分、厚生労働省さんで出したい結論が決まっているのでは

ないかと思って。誘導しているわけではないのでしょうけれども、でも、やはり、

この事業も昭和 38 年から始まっていて、その当時は百歳以上を超える方は本当

に珍しくて、今では 3 万人を超えているわけですよね。3 万人に近いというべき

ですかね。3 万人ぐらいなのですよね。ですから、もう明らかに高齢社会の中に

おいて、果たしてこういう事業を続けることに意味があるのか。ましてや、あま

り有り難いという評価が出ているわけでは必ずしもないし、もともとの目的が、

広く国民が高齢者の福祉等について関心と理解を深めるというのが目的らしいで

すが、多分その目的にも資していないということになると、何となく結論が見え

ている気がして。 

 大体、ちょっと、さっきの上山先生の話に戻ってしまうのですけれども、本来

は、これは厚生労働省の中で自分たちでやめるならやめる、あるいは自治体に任

せる、あるいは銀杯はさすがにないけれど、表彰状ぐらいにする。そういう結論

というのは、自分たちで出せることなのに、なぜわざわざ行政事業レビューに出

して、私たちにそれを言わせようとしているのかがよく分からないというか。別

にちゃんと精査して結論を出すというのは筋なので、こういう場で討論するのは

悪いことではないと思うのですが、ただ、逆にこれはもう明らかだなと思うので

すね。もちろん他のやり方だってあるかもしれないけれども、どうも御省の問題

意識を考えると、何となく結論は見えている気がするのですけれども。 

 

○大臣官房会計課長 

 行政として取り扱っている予算でございますので、それはそれぞれ各省の責任
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において予算編成に臨んでいくことはもちろん必要です。ただ、私どもとしても、

そういった予算編成にどう臨むかということを考えるに当たっては、私ども行政

の内部での議論だけではなく、様々な有識者の御意見なり、あるいは地方自治体

の御意見なり、様々な御意見をいろいろお聞きした上で事業の方向性を決めさせ

ていただいていますので、今回の行政事業レビュー、または公開プロセスといっ

たものもそういった大事な機会だと思っております。 

 

○上山委員 

 外部有識者あるいは国民の意見、自治体の意見を聞く必要性がないということ

は、誰も言ってないと思うのですね。もう先ほど来言っているのは、そういった

ものは当然あると思うのですけれども、本当にこの事業が、ここで議論すべきも

のなのかと。金額面もそうですよね。他にもっと多額の予算のものがありますと。

そういったものは、では議論しなくてもいいのか。同じように有識者の意見とい

うのは、そういったものは必要ないのかと。かつ、金額だけの話ではなくて、論

点もある程度決まっている話で、そんなに議論が深化するとも到底思えないもの

で、十分に御省の中だけで、先ほどおっしゃられましたよね、行政のほうで責任

を持ってということであれば、これをここに出されることのほうが、よほど無責

任に思える。この程度のことは、自分の省内で責任を持ってやっていただきたい。

他に、せっかくこういう場を設けたんであれば、よりきちんと議論すべき事業が

きっとあるはずだと思います。 

 

○太田委員 

 先ほど、私、計算が変で、1 兆円で 1,000 だったらいいと。1,000 は、全部裁

量的な事業の数ではないですよね。裁量的なものの事業というのは、いくつある

んですか。97％は、裁量的でないということが把握されているということは、事

業も把握されているのかなと。直ぐ出てこないようなら結構です。 

 

○大臣官房会計企画官 

 本数として数えますと、裁量的経費は金額の小さいものが本数が多くて、義務

的経費は 1 本の金額が大きくて、本数が少ないという関係が大まかには申せます

が、すみません、正確な数字はありません。 

 

○太田委員 

 あとは、地方自治体の事業仕分に仕分人で行きますと、非常によく高齢者のお

祝い関係って出てくるんですよ。80 歳になったら何十万円、百歳になったら何

十万円と。これ、出てくる理由は、わりに明確で、そのコミュニティーの人は、

誰も切りたくないですよね。だって、長寿をお祝いするって、すばらしいことで、

金額的にもものすごく大きくないということであれば、これ、外から来た外部有

識者、もしくは他の自治体から来た人間に切らせるには恰好のトピックだという

形で、あちこち地公体事業所に行きますと、しょっちゅう高齢者祝い関係が出て
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きます。そういう意図をもって出されたものではないのかという疑いを持たれた

としたら、いかがでしょうか。 

 

○大臣官房会計課長 

最初に申し上げましたように、私どもとしては、その結論について予断をもって

臨んでいるわけではありませんので、地方自治体がそれぞれどういう考え方を持

って提示をしたかどうかというのは、それぞれだと思いますけれども、私どもと

しては、先生方に忌憚のない御意見をいただきたく、提示をさせていただいたも

のです。 

 

○太田委員 

 事業の選出プロセスについて具体的にお聞かせいただけますでしょうか。 

 

○大臣官房会計企画官 

 選出プロセスでございますが、行政事業レビューの実施要領を基に、事務局会

計課内でこの最終的に選定する本数×2 ないし 3 ぐらいの候補をまずピックアッ

プして、それを事務局の中で意見交換をして、選定をしています。その際に、当

然行政事業レビュー実施要領により合致しているものを選ぶことは当然ですが、

ちょっと定性的な言い方で恐縮ですが、かつ、これはそういうマニュアルとかル

ールにのっとって選んでいるわけでは必ずしもないわけですが、例えば、セミナ

ーをやったり、シンポジウムをやるという、いわゆる普及啓発系の施策を何本か

入れておこうとか、あるいはこれもそうですけれども、長期間ちょっと行政の中

の論理でずっと続いている、でもどこかで外の目にさらさなくていいのかという

ように考えるものを何本か入れておこうとかということで、対象事業を最終的に

この 7 本に絞っています。実態として、プロセスがどうだったかと問われれば、

以上のような経過です。 

 

○太田委員 

 その 7 事業の 2 倍から 3 倍を選ばれる段階は、どういう基準なんでしょうか。

候補を多少増やすというお話でした。 

 

○大臣官房会計企画官 

 候補を増やすというのではなくて、そういう系統の事業も入れておこうという

ようなことで申し上げたつもりです。あとは、対象事業のもとの候補を選ぶ選び

方については、まさに見直す余地があるのではないか、見直しについて検討する

タイミングなのではないかというように、そのように考える理由は、事業によっ

て様々ですが、会計課の中で会計課として見直しの論点があると考えるものを選

んで、その中で課内で取捨選択をして、より議論していただくにふさわしいもの

を 7 本選んでいます。 
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○太田委員 

 この事業の場合、結論をどうするかについて、会計課で非常に悩んでいる点は

どの点なのでしょう。論点として挙げられていますが。 

 

○大臣官房会計企画官 

 この事業について、実は各事業の論点説明シートの書き方として、この事業は

ややワンクッションを置いているというか、要するに、例えば長期間経過してい

ることから、事業の効果や執行方法について検証する必要があるのではないか、

銀杯が効果的かどうかについて検討する必要があるのではないかと書いています

が、これは私ども会計課の意図としては、これは暗に効果的でないであるとか、

事業の効果がないといっているつもりで書いているものではありません。本事業

を選定した全く客観的な証明はなかなかできないのですが、選んだ主観的な意図

としては、まさに昭和 38 年からずっと相当な環境の変化があるのに続いている

というものについて、毎年毎年、前年度と同じ考え方で事業継続するのではなく

て、どこかで立ち止まって見直す必要があるのではないかと、しかも、それを行

政の中だけではなくて検討する必要があるのではないかと思ったところです。こ

ういったものを直接に想定して書いているのかどうかというのは、ちょっとあれ

ですが、行政事業レビューの実施要領の考え方の中でもいくつかピックアップす

る事業の選び方の一つに長期的・継続的な事業で云々というのもありましたので、

こういったものを一つ俎上に上げるというのは、一つの公開プロセスの意義なの

ではと事務局としては考えた次第です。 

 

○上山委員 

 これ、議事録に残しておいてくださいね。今の話、実施要領の中に、アイウエ

オと対象事業があるわけですよね。その中の長期的は分かるのですけれども、先

ほども言ったとおり、長期的に行われている事業ってこれだけではないではない

ですか。そのときに、他の事業ではなくて、どうしてこの事業なんだというとこ

ろをきちんと説明される理由があると思うのです。まして他にも事業の規模が大

きく、また政策の優先度の高いものとか、そういった選択肢もある中で、長期的

というだけで、この予算額で、かつ、それほど改善の余地が大きいというのは、

何なんですかね。よく分かりませんけれども、論点も先ほど申し上げたとおり、

そんなに深く議論するような内容のものでもないというときに、他のものを差し

置いて、あえてこれを 1,000 事業あるうちの 7 つのうちの 1 つに選ばれたと。そ

このところは、やはり何度も言いますけど、きちんと説得的に御説明いただかな

いと、当然くどいですけど、こんなのもう絶対反論来るのが目に見えてるではな

いですか。それできちんとまともにお答えいただけないというのは、やはり取組

方に問題があると言わざるを得ないのではないでしょうか。 

 行政事業レビューも今何年目ですかね。もう相当年数がたって、やればいいと

いうぐらいで考えられているのであれば、それはこういう場でいいかげんなこと

をするのではなくて、きちんと閣議で厚労省はやりませんというふうに明確にさ
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れるべきだと思います。それを正直言って、こういう感じの事業を選ばれて、参

加者全員あるいは国民の時間を無駄にするというのは、やはりいかがなものかな

と思います。 

 説得的な答えをいただけないということなので、進まないですよね。私、この

事業に関して自分が出る意義がないと思うので、ちょっとこの事業に関しては後

ろに下がらさせていただきます。 

 

○太田委員 

 私はまだ、説得的な答えをいただける可能性にかけておりますので、上山先生

の御判断で、今ここで撤退ということでいいと思いますが、とりあえず説得的な

御説明をいただけるものと信じておりますが、いかがでしょう。 

 

○横田委員 

 結構、高齢者向けの事業というのは、ナーバスで、先ほど他の先生がおっしゃ

ってましたが、地方へ行ったら切りたい案件を外部委員に託す部分があるとおっ

しゃいました。本案件が、厚労省の中で切りにくく、ナーバスな案件だというの

は正直あるのだと思います。個人的な意見になります。本当にこの 6 人が一率、

完璧に合致した意見が出るのであれば、議論の撤退というのもあると思うのです

が、少しでも差があるなら、せっかくこの 1 時間少しでも話が進めば私はいいか

と思うのですが。 

 

○上山委員 

 私が申し上げたいのは、少しでもであれば、もっと議論ができるものがあった

のではないかということを申し上げているのであって、少しでもあるからそれで

いいではないかということになると、翌年以降も同じスタンスになり兼ねない。

それはいかがなものなのかと。これは、こういうことがありましたということで、

きちんとそれなりに挙げていただいて、きちんと対処方法について話し合ってい

ただく形が私としてはいいのではと思っています。ですので、説得的な答えが今

から出てくるとも思えないので、それは、議事録に私はそのような趣旨で離席さ

せていただきましたと残していただいて、その上で、私、公開プロセスとして 5

人で成立するのかどうか知らないですけれども、不成立だったら不成立で残して

いただく必要があるのでは、それが私の問題提起の仕方とさせていただければと

思っています。 

 

○太田委員 

 上山先生が離席ということで、私は離席するかどうかは、まだ判断しておりま

せんで、説得的なお答えがいただければ参加したいと思います。 

 

○大臣官房会計企画官 

 正直、これまで申し上げてきたことの並べ替えといいますか、繰り返しの部分
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を多く含んでしまいますが、本事業を選定した理由については、環境変化の大き

さ等にも関わらず、同じ事業で極めて長期間続いていることについて、必ずしも

廃止をするとか、抜本改善をするとかいう結論を出すプロセスとしてという、そ

ういう主観的な意図は全くなく、御所見をお伺いしたいということです。それか

ら、金額規模については、先ほど裁量的経費で何本と述べていなくて恐縮ですが、

7 事業で 100 億、大小取り混ぜて約 100 億という規模で、カバー率としては低い

ですが、殊更に小さい事業を狙って選んだということではないのは、本当にそう

ではないので、申し訳ないのですが、そうですとしか申し上げようがないところ

です。 

 

○行政改革推進室長 

 それではよろしいですか。今、事業の選定のプロセスのところについて、そも

そも論を御議論いただいていますので、一旦、行政事業レビューそのものは休憩

をさせていただいて、少し今の議論の整理をさせていただきたいと思います。 

(休憩) 

(上山委員離席) 

 

○行政改革推進室長 

 再開します。引き続き御質問等があれば、よろしくお願いいたします。 

 

○増田委員 

 両委員の方の御質問に対して答える立場にもありませんし、また、答えにもな

っていないのですが、本案件が出てきたときに私自身としても近親者に百歳を迎

えた者もおりませんし、銀杯が送られるということも初めて知りました。父が

90 歳のときには地公体から確かお祝い金をもらったという記憶はありますが、

そういうことで初めてこういうことがあるということも知りましたし、ならば、

これの必要性というのでしょうか、確かに百歳になって銀杯をもらって、それは、

もらえば誰でも嬉しいかもしれないけれども、それ以上の効果があるのかなとい

うことも含めてですが、広く一般にこういうことを知らしめるという意味では、

ここで挙げる 1 つのテーマとしてありなのかなというのは、事実考えたところで

す。 

 ですから、この席で皆さんはどのようにお考えなのかということも併せて伺っ

て、自らの意見を固めてみたい。そういうことで、今回の案件が出ているという、

こういう席に私も臨んでおりますので、他の委員の方の意見も併せてお聞きしな

がら自分なりの回答を出したいと思っているところです。以上です。 

 

○行政改革推進室長 

 その他、事業の内容そのものについて、御質問、御意見等はございますでしょ

うか。 

 



-  - 36 

○井出委員 

 増田先生ではないですが、私は意外と長生きしていたら銀杯をもらいたいなと

思っている人間なので、何か主婦目線で申し訳ないです。と言いながら、この事

業が挙がってきたので、いろいろ考えてみたのですが、50 ページの見直しの方

向性の中で、これは銀杯を贈呈するという前提で見直したとすればということに

なっているわけですが、一番下の見込数で、その表の一番右側には残数率、いわ

ゆる在庫というか、それが書かれているのですが、仮に具体的に残数、残数率を

減らしていくのにどのようなことをお考えなのか聞かせてほしいです。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 具体的には、残数率の見込みをどういうデータを基にして見込んでいくのかと

いうことになると思います。従来と比べて全体のロットと言いますか個数が大き

くなってきておりますので、率としては同じなのですが、数としては残り数が確

実に 1,000 を超えて 2,000 に至る数字の間を行ったり来たりしている状況ですの

で、もう少し数が大きくなったことを踏まえて、残数率を見込むことを精査した

い。具体的に残数率は、捕捉した時点からお渡しする時点までの死亡の見込みで

すので、それをいろいろなデータを見ながら精査していきたいということになり

ます。 

 

○横田委員 

 事前勉強会のときにもお伺いしたのですが、昭和 38 年当初、この事業の対象

となっていた人数を、要は当時希だったはずである人数を教えていただきたいと

思います。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 昭和 38 年は最初の年ですので、百歳の方だけではなく百歳以上の方にお渡し

しております。このときの対象者が約 150 人であったと承知しております。人口

は約 9,600 万人に対して現在は 1 億 2,700 万の人口があり、現在の贈呈数は先ほ

どお話したとおり 3 万前後です。 

 

○横田委員 

 そうすると、こういう長い事業をやられている中で対象者数が自然に増えてい

って、額も自然に増えていくのが見えている事業だと思うのです。これまでに中

身の見直しをする機会を設けることはあったのでしょうか、ということが 1 点と、

去年でしょうか、アンケートを取られているのですが、これは取った背景に何か、

このタイミングで取らなければいけないとかがあったのか、要は見直すという観

点も含めてアンケートを取ったのかなど、お知らせください。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 原則としては、毎年の予算要求の中で事業を要求していくことになりますので、
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あえて見直しという形で外部の方の意見も検討会のような形で聞きながらという

ことは、これまで行ったことはないと承知しております。逆に毎年、要求の段階

で必要性等については、事務方としては確認をしながらやっていかなければいけ

ないと考えております。そうした中で平成 25 年当時、自治体を通じて反響につ

いて確認をすべきということで、アンケートを行ったものと承知しております。 

 なお、先ほど来、官房からも説明がありましたように事業内容は大きく変わっ

ておりません。昭和 38 年当時は銀杯ではなくて木杯をお渡ししていたようです

が、3 年後に銀杯に変わっておりますが、あまりに古くて変わった経緯について

は承知しておりませんが、以降は銀杯をお渡ししてきているということになりま

す。 

 

○太田委員 

 残数が常時 5、6％出ているという理解でよろしいですか。資料にあるとおり、

6.9、5.7、9.4。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 特に近年に関しては御指摘のとおりです。 

 

○太田委員 

 個数の算定は年によって変わっていますが、例えば 99 歳の方の人数は当然、

参考にされると思うのですが、その他どういう式で個数を決定されているのです

か。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 ベースになるのは 99 歳の方というか、3 月の時点で把握する今年度の対象者

の方です。これに対して、直近、過去数年間のお亡くなりになられている状況を

死亡率といいますが、それを一定の幅も見込んだ形で入れております。 

 

○太田委員 

 その幅が広すぎるということですか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 そのように認識しております。 

 

○太田委員 

 これを限度いっぱいまで減らすと予算がどれぐらい下がるのでしょうか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 数字の置き方次第ですが、千万の単位と思っております。 
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○太田委員 

 ありがとうございます。あと、何個実際に必要となるだろうという予測を立て

られて、それに一定の幅を乗せられているのだと思いますが、予測と実際の数字

は毎年どれぐらいぶれているものですか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 50 ページにある残数が、平成 25 年は 4.5％、平成 24 年は 9.4％ということで、

大きいところと小さいところで 5％の差があり、この分ぶれております。少なく

とも 4.5％ということですので、ここの部分をもう少し下げることができるだろ

うと考えております。 

 

○太田委員 

 いえ、これは予測とのずれではないですよね。当然、一定のマージンというか

余力を、なくなったら大変ですので、マイナスにならないので、ちょっと多めに

積んでいるわけですよね。例えば、予測が 2 万 3 千個だったということで、ちょ

っと多めに 500 ぐらい乗せておこうかとか、そういう感じの計算をされると思う

のです。予測された人数と実際の人数は、毎年どれぐらいずれているのですか。

そのずれている人数が、10 人のオーダーなのか 100 人のオーダーなのか 1,000

人のオーダーなのかによって必要な残数の幅が違ってくると思うのですが。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 毎年かけている存命率は同じ率ではなくて、直近、数年間の中で高い所を拾っ

てきております。高い所を拾うときに少し安全面を見込んで、調査のタイミング

もあるのですが、高めに出てしまったところをこれまで安全に見込んで使ってき

ているという経緯が実はありますので、毎年同じ数ではないので先生の御指摘の

毎年、差額が幾らかという形では出せないのですが、直近 10 年なら 10 年の中で、

どの数字を拾うのか、そのときの状況がどうだったのかということを精査する必

要があると考えています。 

 

○太田委員 

 分かりました。予測して、それに安全分の在庫を足しているのではなくて、最

終的に予測の段階で多め多めに予測している。これは、マイナスにならないよう

に常に 6％、5％と予測が高めに外れているということです。正確に予測してど

れぐらい外れたかを見たほうが、どれぐらい余力が必要か分かるのではないです

か。 

 例えば、毎年 10 人、20 人ぐらいしかずれないのであれば 100 も余裕を持って

おけば十分でしょうし、予測の仕方を正確に予測してプラスマイナスが出るよう

にしておいて、予測の誤差に対してどれだけ追加の在庫が必要かと見たほうが自

然ではないでしょうか。あるいは精度が高まるのではないでしょうか。 
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○老健局高齢者支援課長 

 死亡率等、様々使えるデータもあろうかと思いますので、少し研究していきた

いと思っております。 

 

○行政改革推進室長 

 先生方、コメントシートの記入もお願いいたします。 

 

○太田委員 

 これは、喜ばれているというのは、お祝い状だけでは不十分だとお考えですか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 質問の仕方として、これまで行ったアンケートではお祝い状だけではという質

問はしておりません。逆にお祝い状で喜ばれているのか銀杯で喜ばれているのか

分からないという回答ですので、もしかすると先生が御指摘のケースも見受けら

れるというのが、自治体の反応かもしれません。今、現状のデータでは、お答え

するのに適当なものがないということです。 

 

○太田委員 

 これは、データがないので感覚的ですよ。内閣総理大臣名で書面が来たら、そ

れは相当感激することではないかと思うのです。もちろん、人にもよるとは思い

ますが、紙ではしょうがないという方もいらっしゃるとは思います。その効果が

大きく、しかもコスト的に比率としては小さいわけです。また、法律の要請があ

って完全に廃止するというのは、なかなか難しいところだと理解しております。

とした場合に、内部で検討されているときに銀杯をやめてお祝い状だけにすると

いう選択肢は検討されていないのですか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 少し検討の中身として銀杯以外のものの可能性は、考え方として検討したこと

はあります。お祝い状だけというのは、これまで検討したことはありません。 

 

○佐藤委員 

 私は、個人的に継続そのものを問うていいかなと思うのは、元々の目的は何か

というと、広く国民が高齢者の福祉について関心と理解を深めること、高齢者が

自らの生活の向上に努める意欲を高めることを目的としているわけで、別に百歳

だとは誰も言っていないわけであり、法律の条文でも第 5 条に書いてあるのは、

老人週間において老人の団体その他の者によって、その趣旨にふさわしい行事を

行うこと。これは別に百歳を対象にしろとは言っていないわけです。 

 であれば、そもそも立ち返って考えれば、広く国民が高齢者の福祉について関

心を持つということでいえば、それは他のやり方があるはずだし、つまり高齢者

に関してはいろいろな問題があるし、それは事実として国民が知るべきことはあ



-  - 40 

ると思うのですが、それは広報活動の問題だし、高齢者は自らの生活の向上に努

めると、よく最近言われますが、健康的であるということがすごく大事なので、

高齢者の外出や外の団体への様々な参加、地域社会への参加などを促すとか、そ

ういうやり方もあると思うので、なぜ、この目的で百歳に対して銀杯なのかとい

うのが全く見えてこないのです。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 高齢者の介護の問題に取り組む中で、高齢者の方々が地域社会に参画していく

ということを促すための社会参加や地域での活動を活性化していくというのは、

とても重要なことです。介護保険制度における事業の中でも様々取り組んでおり

ますが、一方、本記念事業については、9 月 15 日の老人の日に着目した、ある

意味記念の事業としての趣旨もあろうかと思いますので、日々努める社会参加の

促進のための事業とは、また少し趣向を変えた事業の取組方が必要と考えており

ます。 

 

○太田委員 

 100 という数字は非常に切りがいいのでなかなか難しいですが、105 歳、110

歳と上げていった場合のシミュレーションはありますか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 手元にはありませんが、当然、当該のお年の方の人口の数は少しずつ減ってく

るわけですので、シミュレーションは可能ですが、現在、数字はありません。 

 

○太田委員 

 昭和 38 年当時は、何名ぐらいの方が受けられたのでしょうか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 先ほども少し答えましたが、昭和 38 年当時は、百歳ちょうどの方だけではな

くて、最初の年で百歳以上の方にもお渡ししておりますが、それでも約 150 名で

す。これをパーセントで言うのは非常に難しいのですが、0.の後に 0 が 5 つぐら

い並んで、その後に数字が出てくるような数字です。現状において約 3 万人です

が、0.の後に下 4 桁で数字が出てくるような数字ですので、そのくらいの違いと

いうことです。 

 

○太田委員 

 先ほど佐藤先生がおっしゃったような、他の形での長寿のお祝い、あるいは老

人の福祉についての関心と理解を深める方法は、この間、御検討されていないの

ですか。 

 

○老健局高齢者支援課長 
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 国として直接実施しておりますのは、この百歳の記念事業ですが、この他都道

府県等に呼び掛けることにより、それぞれの自治体において事業を行っていただ

いております。先ほど御指摘があった中にも入ると思いますが、77 歳や 88 歳を

記念した取組が自治体において行われている例があると認識しております。 

 

○佐藤委員 

 素朴な疑問なのですが、自治体がかなりいろいろとやっています。確かに介護

も含めて自治体が担うところは多いと思うのです。この事業だけが、つまり百歳

の方への銀杯だけが内閣総理大臣の名前を使うからなのかもしれませんが、なぜ、

国の事業のうちに残ったのか。ある意味どこかの契機で自治体にお願いするとい

うことだって可能だったし、あるいは、これは、まさにさっきの議論ではないけ

ど、小さいので、他の事業に吸収するという余地もあったと思うのです。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 御質問に対しての答えとしてふさわしいかどうかあれですが、国として行って

いる事業が、この事業にほぼ集約されていることが 1 つと、もう 1 つは、これを

自治体にお願いした場合には、そもそも現在、内閣総理大臣名でお祝いを申し上

げているところが、自治体の場合は自治体の首長の名前になりますので、事業の

位置付けが変わるというところから国の事業として継続していると認識しており

ます。 

 

○井出委員 

 先ほど委員の中からも、お祝い状だけでもいいのではないかという意見もあっ

たり、それは考えていなかったということで、今は銀杯とお祝い状なのですが、

そうではなくて別のものを少し考えたことがあったということなのですが、むし

ろ、何をお渡しするかということを民間の、つまり皆さん方の知恵もあるのでし

ょうが、いろいろな人から企画を募って、もしかすると毎年違うものをお渡しす

る結果になってしまうかもしれませんが、いろいろな方法があるのではないかと

いう気もするのですが、いかがでしょうか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 具体的にどのような方法があるのかということはありますが、別のものを検討

してみるという余地がどういう形であるのかというのは、毎年の事業を組む中で

考えてみる必要もあろうかと思います。一方、銀杯であることを継続している理

由として、海外や全国各地に送りますので送付するに際して壊れにくいものであ

る必要があること、一定の期間内に 3 万という数を用意しなければならないこと、

どうしても数にぶれが出ますので、銀杯に関しては翌年度残数を改めて鋳造し直

すことが可能ですので、そういうことも踏まえながら最終的には内閣総理大臣か

らの記念品としてふさわしいものと考えていく中で、なかなか他の選択肢が浮ば

ないというところです。 
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○井出委員 

 分かりました。 

 

○太田委員 

 法律の条文の根拠は一応別として真正面から伺います。国がやる必然性は何で

すか。これは外部性、要するに何か国がやらないといけない理由はありますか。

税金を徴収して、それを再分配する必然性はありますか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 百歳ということ、人口における比率ということもありますが、100 年間という

期間を国民の方が生命をつなぐということに対して、国全体として敬意を表する

ということも含めて、記念的な行事を国として行うということは、ある種、国家

としての選択の 1 つかもしれませんが、私どもとしては意義あるものと考えてお

ります。 

 

○太田委員 

 例えば、長寿は望ましいといえば 99 歳も望ましいし、101 歳も望ましいです。

百歳は数字の切りがいいという以上の意味は何かありますか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 数字の切りの問題について、例えば 1 世紀などいろいろな理由は付けられます

が、なぜ、99 と 100 と 101 についての違いかについては、理由は区切りの問題

以外にはなかなか難しいと思います。 

 

○太田委員 

 でも、長寿をお祝いするという意味では、御家族がいらっしゃれば御家族でお

祝いされると思います。御家族がいらっしゃらない方にというのは一定の意義が

あるかもしれませんが、やっぱり国がやることなのですか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 国がやるべきことかという御質問かと思いますが、国民として長年、社会にお

いて活躍されてきた方、もしくは社会の構成員として生きてこられた方に対して、

家族は 1 つの単位ですが、その家族を更に構成していく国家として、お祝いする

ということは意義があることかと思っております。 

 

○太田委員 

 純粋に国家の機能という大上段に振りかぶった言い方をしますと、別に所得の

再分配というほどのものではありませんし、社会福祉的な意味合いもないと言っ

ていいと思います。もちろん、銀杯をもらって嬉しいというレベルはあると思う
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のですが、それだったら百歳の人以外ももらったら嬉しいわけです。何か百歳の

方をお祝いすることによって、その他に福祉的な効果が期待できるということで

もないようですよね。 

 そうすると、なかなか国家の事業として正当化するのは非常に難しい、ハード

ルが高いのではないかと先ほどから考えておりまして、もちろん、今やめると今

までもらった人との間の公平感はどうなのだという問題は出ると思いますが、そ

うすると全ての事業をやめられなくなってしまいますので、それを一応置きます

と、なかなかゼロベースで考えたときに、この事業を政府の事業として正当化す

るのは非常に難しいのではないですか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 恐らく、今の先生の御指摘に対して、先ほど説明していることと同じような内

容になってしまいますが、先生がおっしゃるように福祉的な意味や所得再分配的

な意味は直接的にはないと考えておりますが、長寿の方を国民としてお祝いする、

高齢者の方を大切にするという心が国民において共有されるということは直接的

に福祉ではありませんが、国民全体の意識の持ち方としては重要なことかと思い

ます。 

 また、確かに百歳になった方だけが対象ですが、99 歳の方も、もう 1 年御存

命いただくことになって百歳になりますので、ある意味全ての方が健康で命をつ

なぐことによって百歳になる可能性のある事業ですので、そういう意味では 1 つ

長寿に対しての考え方を国民として共有するという意味において、国家として選

択し得る事業の 1 つではないかと考えております。 

 

○佐藤委員 

 長寿を祝うというのは別に悪いことではないし、お年寄りを社会全体で支える

というのもそれ自体は悪いことではないと思います。それは既に年金や医療や介

護という普通の社会保障制度もありますし、先ほど申し上げたように様々なお年

寄りが健康問題を抱えていて、それに対して我々は、ちゃんと関心を持たなけれ

ばいけない。でも、これは多分こういう事業ではなく、それは事実としていろい

ろな啓蒙活動や広報活動でやるべきことであって、誰も目的の妥当性を疑ってい

るのではなくて、ただ、この銀杯を百歳に配るという、それが目的にかなってい

るのかどうかというところ。 

 邪推ですが、多分昔は数が少なかったので、恐らく銀杯をもらったりすると、

それがニュースになったり、少なくとも地元のニュースとか新聞などに出て、そ

れがみんなの目に触れて、やはり元気で長生きするということは大事だよねとい

う認識が共有されるという効果があったと思うのです。でも、今では 3 万人を超

える近い方々がもらっているということは、恐らく、もらっていることがあった

こと自体を知らない人も多いでしょうし、新聞に載ることもないと思うのです。

多分、市の広報誌ぐらいだと思うのです。 

 ですから、国民に対する啓発という観点から見て、果たして戦略的にどうなの
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かなということが問われます。釈迦に説法ですが、日本は高齢者をどのように社

会の中で支えていくかというのが国家を挙げての大問題ですので、それは果たし

て、この銀杯で何とかなる話ではないし、ちょっと何か考えている目的が大上段

に構えている割には、やっていることが、ここの事業に関して言えば効果につな

がっているのかは、やっぱり疑問と言わざるを得ないし、逆に同じことを言えば、

昭和 38 年からやっているから継続しているので、もしこれまでなかったとして、

これを新規事業として来年度の予算要求でやりますかと言われて、百歳に対する

銀杯を来年度から概算要求して一般会計から出しますかと言われたら、多分、そ

れは通らない予算になってくるのではないかと思うのです。その辺りをどのよう

に整理されているのですか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 先生が御指摘のようにいろいろ課題を抱えた方に対して、医療や介護の観点か

ら施策を講じていくということは非常に重要なことかと思います。逆に医療や介

護のニーズがあるかないかにかかわらず 100 年御存命であったということをシン

プルに簡潔にお喜び申し上げるという事業は、実はなかなか他にはありませんの

で、そういう意味では象徴的な事業と考えております。 

 

○太田委員 

 他にないのは、国家がやることとして必要ないからではないのですか。多分、

99 歳をお祝いする事業もないのですよね。恐らく 98 歳もないのですよね。ない

から意義があるというのであれば、95 歳も 96 歳も 97 歳も 98 歳も全部作ったら

いいという話になるので、それはいかがなものでしょう。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 そこは、国民の生活向上の意欲に対して、どのように対応していくのかという

ことですが、百歳生きておられるということに対してお祝いすることの意義、ま

さにこれ自体をどのように受け止めるかということなのですが、御意見としては

様々あろうかと思います。 

 

○横田委員 

 国でやるべきことなのかというと、私は少し感覚がつかめていないのでお伺い

したいのですが、まず 1 点目が、先ほど地方自治体でも同様に高齢者向けの事業

をやっていると、ただ、仕分の対象になりつつあるというお話だったのですが、

要は、どれぐらいの自治体がこういう高齢者向けのお祝いみたいなことをやられ

ているか分かる範囲で教えていただきたいです。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 25 年の調査の際に記念品の贈呈について実施しているかどうか調査を行いま

した 108 の自治体に確認したところ、90 の自治体において行われているという
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ことでした。 

 

○横田委員 

 あと、もう 1 点ですが、勉強会のときにお祝いの品は手渡しするのだと、それ

をもって皆さんが実際にお元気なのかというところも確認できる 1 つのタッチポ

イントになっているというお話だったと思うのですが、他でそういうことをカバ

ーできる事業があるのか、実は百歳でお祝いを渡すのもいい確認のタイミングに

なっているのかも教えてください。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 例えば、独居の方や地域において見守りを行う形で把握するということは自治

体における取組としてあり得ると考えておりますが、ある年齢の方について具体

的に把握するというのは、他に思い付きません。 

 

○増田委員 

 また、話を蒸し返すようですが、老人福祉法の中の条文を読んでみますと、老

人の日において、その趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めるものとする、

趣旨とは何かというと第 1 項のところで、広く老人の福祉について関心と理解を

深める、もう一方では、老人自らの生活の向上に努める意欲を促すと書いてある。

実際に銀杯を渡すことがどれほどの効果があるのか、もらっている本人ないしは

その周囲にいる人たちにアンケートを取っているということですが、広く国民に

という観点で考えてみると、私も先ほどお話しましたように、百歳になれば銀杯

がもらえるのだと、これは確かどこかで報道されたのかもしれませんが、今回こ

の話を伺って、なるほど百歳になるとこういうことがあるのかということで初め

て気付いたということもあります。 

 これは、かなり多くの国民が知らないことではなかったのかと思います。そう

なると、この老人福祉法の趣旨、要するに国民に対して発信するということから

考えてみて、3 億前後のお金を使って、それだけの効果があるのかというのは極

めて疑問を感じているのです。ここの 48 ページに書かれている効果のアンケー

トを取った方は、極めて周りにいる方、実際に銀杯が交付されたという場面にい

た方等になっていると思うのです。その中でも、どちらとも言えない、ないしは

効果があったとは思えないという方もいて、もらった本人はもらう分だけ有り難

い、これが純金だったらもっと良かったのにということだったのでしょうけれど

も、これ以上の効果を検討するという、そういう機会は今まで全くなかったので

すか。 

 

○老健局高齢者支援課長 

 先ほど申し上げましたように、予算の要求の中でこういう形で把握したという

のが 1 つの取組です。あとは国民に広く知っていただくという観点から 9 月 15

日においては、百歳高齢者の表彰の対象の方がどのくらいいらっしゃったのかと
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いうことについては、毎年必ずマスコミに対して公表して、併せて都道府県別で

どういう状況かということについても公表しております。 

 地域のマスコミ等からは、比較的関心を持って取材されていると考えておりま

すが、しかし、テレビ等で報道されるかどうかというのは、そのときのマスコミ

の状況次第ですので、どういう形で目に触れるかというのはそれぞれかと思いま

す。我々としては、引き続きこういう事業を実施しているということを知ってい

ただくために分かりやすい形での広報に努めていかなければいけないと考えてお

ります。 

 

○行政改革推進室長 

 それでは、井出先生から評価結果案及びとりまとめコメント案の発表をお願い

いたします。 

 

○井出委員 

 本事業につきまして、まず、集計結果を発表いたします。「廃止」2 名、「事

業全体の抜本的改善」3 名、「事業内容の一部改善」0 名、「現状通り」0 名で

す。各委員の先生方からは、「お祝い状の贈呈のみで継続すべきである」「賞状

の手渡しが望ましい」「銀杯ありきではなく、お祝い状のみ、別のものなど発想

の転換が必要である」「事業は廃止して実施の是非自体は自治体に任せるべきで

ある」「公共性がなく、事業に必然性がない」などのコメントがありました。 

 評価結果案及びとりまとめのコメント案を提示いたします。ただいまの評価結

果から当該事業の評価結果としては、「事業全体の抜本的改善」が妥当であると

考えられます。とりまとめコメント案としては、「本事業が開始された昭和 38

年度と比べて百歳を迎える高齢者が大幅に増加し、かつ、今後もさらなる増加が

見込まれることに鑑み、見直し案を超えて、銀杯の贈呈は廃止し、国として長寿

を祝い社会発展への寄与に感謝するに当たり、今後はお祝い状の贈呈のみの事業

とすることが必要。」といたします。 

 ただいま評価結果案及びとりまとめコメント案を提示いたしましたが、各委員

の先生方、御意見をよろしくお願いいたします。 

 

○太田委員 

 私もお祝い状だけでいいような気もしつつ、ただ、本筋に戻って考えると、こ

れは国がやるべき事業とは考えにくい。ただ、金額も先ほど来問題になっていま

すように小さいですし、お年寄りが百歳になったところで賞状を受け取るのに対

して非常に額の小さい予算で対応が可能だということであれば、残すというのが。

また、原則論を繰り返して廃止だというのは血も涙もない外部評価者という感じ

がして、抵抗があるというところでして、結論は妥当であろうかと思いますが。

ただ、新規事業あるいは継続事業であっても本当に国がやるべきなのか、国がや

るべき役割は何なのか、財政が厳しい中でミニマムに考えて追加的にこれはでき

るかどうかを考えたら、まずもって普通は継続にならない事業だと思います。 
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 法律の要請があって何かあるにしても何か他にやりようがないのかということ

は、当然、検討されてしかるべきではなかったでしょうか。以上です。 

 

○井出委員 

 他にはいかがでしょうか。 

 

○佐藤委員 

 私も少しこの事業自体どうかと思うのですが、ただ、とりまとめ案としてそん

な感じかと思いました。せっかくすったもんだして、この事業を取り上げる意義

をあえて見いだすとすると、やはり古くからやっているということ自体、事業を

継続する理由にはならないということだと思うのです。昭和 38 年から状況は違

うと今は分かっていることです。今、太田先生からありましたように仮にこれを

ある種、新規事業としてやろうと思ったら多分、この財政状況を考えてみてもや

らないはずなのです。 

 ですから、単にこれまで続けられてきたのは、これまでやってきたからという

以上の理由は何もなかったと思うのです。多分、これと同じようなことは、他に

もある。それは予算の多寡を問わずです。したがって、厚生労働省として、恐ら

く制度創設以来、随分と古くからやっているからという理由だけで続けている事

業を洗い出して集中的に検討するという機会を是非設けていただければと思いま

す。それでないと、これをやった意味が、ほとんどないということになります。 

 

○太田委員 

 ということで、今のを附帯コメントとして、類似事業を探して予告状を出すと

いうのを追加するというのが提案です。 

 

○横田委員 

 私も先生がおっしゃることに同意です。長いことやっている事業はみんなきち

んと見直す機会を、書面レビューだけでなくて、対応策は検討していただければ

と思います。1 点だけ気になったのが、結構、皆さんは 2、3 億の事業が小さい

とおっしゃっていましたが、この事業をこのまま 10 年やっていたら 20 億とか超

える事業になっていたはずで、そんなに小さいものではないかなと思っています。

なので、そこも含めてきちんと全ての事業を見ていったほうがいいと思います。

以上です。 

 

○井出委員 

 他にはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。今、御意見をいただきました。

基本的には案のとおりで御了解いただいたと思いますが、委員の先生方の多くが、

この事業を機会として長年続いている事業については洗い出しをして、こうした

ことについて本当に国がやるべきかということを必ず御検討をしていただきたい

と、省にお願いということになりますが、追記いたします。よろしいでしょうか。 
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○行政改革推進室長 

 ありがとうございました。本事業については終了といたします。なお、本事業

については事業の選択そのものについて先生方から様々な御意見をいただきまし

た。私ども厚生労働省としても、行政事業レビューは大変重要な取組であると認

識しております。来年度、以降の事業の選択については、本日いただいた御意見

も十分踏まえながら、私どもとして進めてまいりたいと考えておりますので、付

け加えさせていただきます。それでは、ここで 10 分間の休憩といたします。 

(休憩) 

(上山委員着席) 

(担当部局入替) 

 

○行政改革推進室長 

 本日の 3 つ目の事業である「公的年金制度等の適正な運営に必要な経費(国民

年金等事務取扱交付金等)」についての説明をお願いします。説明は 5 分以内で

お願いいたします。 

 

○年金局事業管理課長 

 年金局事業管理課長でございます。どうぞよろしくお願いいたします。資料

53 ページに「行政事業レビューシート」があります。事業名「公的年金制度等

の適正な運営に必要な経費(国民年金等事務取扱交付金等)」となっております。

63 ページ以降に基づいて、交付金等について説明申し上げます。 

 64 ページですが、今回レビューの対象になっている取扱交付金の概要です。

国民年金等事務取扱交付金に、大きく法定受託事務に対する交付金と市町村との

連携・協力に対する交付金があります。法定受託事務に対する交付金は、基本的

には被保険者数に応じて割と機械的に支給されるものということで、今回は重点

的に協力・連携に対する交付金について御審査をお願いしたいと考えております。 

 64 ページの下のほうに法定受託事務と協力・連携事務の予算の表があります

が、これを先ほどの 53 ページの行政レビューシートの額と対比できるように整

理したものが 65 ページになります。行政事業レビューシートの 53 ページにおい

ては、平成 24 年度 107 億円、平成 25 年度 53 億円と表記しておりますが、その

うち協力・連携事務に当たる部分については、B 欄にあるような金額 33 億円、

47 億円、87 億円、74 億円となっております。レビューシートベースで予算と執

行を御覧いただくためには A と C を見比べるということで、C÷A を計算すると、

平成 24 年度 89％、平成 25 年度 80％、平成 26 年度 66％ということで、執行率

が下がっております。一方、特に協力・連携の交付金部分だけを取り出すと、B

と D で D÷B を計算しても同様の傾向になっていることが伺われるということで

す。 

 国民年金の事務の具体的な内容については、66 ページ、67 ページに市町村と

国の役割分担があって、現在では大部分の業務は日本年金機構が実施しています
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が、市町村に一部事務をお願いしています。そのうち法定受託事務の詳細が 68

ページ、今回御議論いただく 69 ページが協力・連携事務ということです。こち

らについては保険料の資格取得関係の手続、広報、相談、各種情報提供といった

内容になっております。 

 70 ページの交付金の算定方法ですが、協力・連携事務については四角の中に

あります。基本的には 1 件当たりの単価に件数を掛けて算出される、あるいは実

費でお支払いするという内容になっております。71 ページ以降、今回、事務取

扱交付金について、平成 27 年度に総務省、財務省、厚生労働省の 3 省合同調査

をした結果をまとめてあります。例えば 72 ページに兼任の職員が多く、また経

験の浅い職員が国民年金の業務に従事していること、73 ページに法定受託事務

が 7 割、協力・連携事務が 24％という比率になっていること、協力・連携の中

では年金相談、あるいは口座振替などの促進といった部分が重要になっている、

手作業が多いということが結果として現れております。 

 そういった結果を踏まえて、74 ページの市町村の職員を支援するための業務

支援ツール、あるいは研修、あるいは今回、協力・連携事務の単価を設定するに

当たっての人件費への配慮ということで、具体的にその内容については 75 ペー

ジにあります。あるいはインセンティブを付与ということになっております。 

 76 ページ、あるいは 77 ページは協力・連携事務個々の事務について、平成 25

年度と平成 26 年度、単価の改定前後での状況を見比べておりますが、単価改定

そのものが直接的にどういう影響があったかは、ここからは一概に見いだせない

ということで、今後とも推移を見守っていきながら、単価設定も考えていく必要

があるということで考えております。77 ページは更に執行と予算の乖離につい

て、個別の事業ごとに整理した数字です。 

 78 ページですが、先ほど協力・連携事務と密接に連携したということで、今

回の調査結果を踏まえて市町村職員に対する支援を行っております。それらに関

して、あるいは一番上が業務支援ツールを作成する。これはあずさ監査法人に委

託して、実際、事業として実施しました。2 段目が TAC 株式会社に委託して、研

修をやれるようなツールの開発をしました。電通パブリックリレーションズに委

託して、パンフレットや動画、ポスターの作成などをして、市町村でお使いいた

だけるようなものにしたということがあります。 

 最後に 79 ページに見直し案がありますが、見直しの方向性としては、より多

くの市町村に協力・連携業務もやっていただきたいということ。もう 1 つは、的

確な事業の実施状況の把握に努めて、予算と執行の乖離をできるだけ抑制すると

いうことに取り組んでまいりたいと考えております。以上です。 

 

○行政改革推進室長 

 次に、論点を説明いたします。 

 

○大臣官房会計企画官 

事務局から論点を説明いたします。通しページ 85 ページです。一番下に論点
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を掲げております。今、説明がありましたように協力・連携事務は多様なメニュ

ーがありますが、助成対象を費用対効果が高い事務に重点化する等により、事業

の効率性を向上させるべきではないか、また、事務としてより多くの市町村に協

力・連携をしていただけるよう、単価の見直しだけでなく、市町村から自発的に

協力を申し出ていただけるような環境整備を行い、より多くの市町村で協力・連

携していただく仕組みを構築すべきではないかとしております。よろしくお願い

いたします。 

 

○行政改革推進室長 

 質疑応答をお願いいたします。 

 

○増田委員 

 先ほどの御説明の中で、協力・連携の所でインセンティブ、要するに単価を幾

らに設定することによって、インセンティブが働く、働かないというお話があっ

たかと思います。これは実際に、変な話、お客を呼び込むというわけではなくて、

市町村の窓口に相談に来たときに、相談件数によって単価を掛けて金額が決まる

ということかと思うのですが、その単価を動かすことによって、市町村は積極的

に窓口に相談が来るようにという、自治体での広報等々を使って、そういうこと

をやるということなのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 インセンティブを考慮した部分ですが、資料の 75 ページにあります。1 つは

口座振替とか、クレジットカードの納付申出の受理、前納の申出受理という部分

がインセンティブを考慮して今回、単価を見直したということです。こちらは資

格取得の手続で住民が市町村の窓口にお越しになる。これは引っ越した人しかそ

ういう手続はしないので、ここにインセンティブを掛けても全然意味がないので

すが、そちらでお見えになった方に口座振替をお勧めするかどうかというところ

は市町村の任意で、我々としてはインセンティブを考慮して単価を設定すること

によって、市町村の職員にその場で是非、来られた方にお勧めしていただきたい

ということで、こういう単価設定をさせていただいたということです。確かに、

もともと相談に来られる方の数自体はインセンティブで変わるわけではないので

すが、その方にお勧めするかどうかの判断において、市町村の職員にインセンテ

ィブを持たせていると、むしろそういう意味です。 

 

○増田委員 

 そうしますと、地公体に住んでいる方、ないしは転居した方等々の人数によっ

て、上がる、上がらないは、要するに店を開いて遠隔地から物を買いに来るとい

うわけではないので、そこの住民に限定されているということになると、さほど

大きな効果が出るとは期待し難いと思うのですが、その辺はいかがですか。 
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○年金局事業管理課長 

 確かにそういう部分はあって、住民がほとんど動かなければ、このインセンテ

ィブは効かないという部分があろうかと思いますが、大都市部など非常に人口移

動の激しい地域では、市町村の職員にこういうことに取り組んでいただければ一

定の効果は上がるのではないかと思います。 

 

○増田委員 

 単価の見直しをした、その結果なのか、平成 26 年度の執行状況で予算が 92 億

円に対して執行が 61 億円、執行率 65％ということですが、予算を設定した際の

見込み、その違いは一体どこにあるのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 まさにインセンティブを付ける形にしましたので、前年度以上はきっと自治体

のほうでやっていただけるのではないかというので、少し高めな見積りをしたと。

ところが、実績を御覧いただくと全然伸びていないというか、むしろ先ほどのク

レジットカードの納付関係ですと下がってしまっておりまして、結局インセンテ

ィブとして、単に予算を付けただけでは、少なくとも平成 25 年度、平成 26 年度

の変化を見ただけでは、自治体では積極的にお取り組みいただけなかったという

結果になったので、乖離が出てしまっているということかと思います。 

 

○増田委員 

 そうしますと、逆に今、単価を維持する必要はあるのでしょうか。 

 

○年金局事業管理課長 

 まさに今後の推移を見守る必要があって、あまり単価を上げてもやはり意味が

なかった、今後、何年見ても変わりがなかったということだと、単価をまた元へ

戻す必要があるのではないかという議論になり得るかと思います。ただ、確かに

単価を単年度、突然ポッと上げただけですので、その時点では自治体の側にとっ

ては例えば受付体制ですね。窓口で説明される職員を突然増やすわけにもいきま

せんし、あるいはそういう方が口座振替とかクレジットカード納付、あるいは前

納の申出ということを積極的に進めるような知識みたいな部分がないと実際動け

ないわけで、その辺を今後、推移を見ていくと、市町村の方が単価が上がってい

るから、どんどんやろうかということで、その辺の知識も付け、あるいは能力も

身に付けていただけると、これは伸びていって、我々の狙いどおりとなるのです

が、そこはもうちょっと推移を見守りたいと思っております。 

 

○増田委員 

 ちょっと質問の内容が変わりますが、年金事務について、地方自治体に一部業

務を委託するという方法と、一方で年金機構そのものが年金事務所を各所に設け

て、今 312 ですか、全国にあるということですが、そういった事務所を増やすこ
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とによって、前にお話を伺ったときには、市町村の窓口で完璧に説明できるかと

いうと、なかなか細部についての説明ができなくて、となると年金事務所につな

いでみてその内容を確認するなり、ないしは十分な説明ができなくて終わるとい

う例もあるかと思いますし、そういうことを考え合わせてみると、本来、年金機

構でやるべきことだということであれば、年金機構がもうちょっときめ細かく地

方に事務所を設けてカバーをしていくという方法も 1 つの方法論かとは思います

が、そういった点での評価、比較はどのようにされたのでしょうか。 

 

○年金局事業管理課長 

 年金機構自体は法律に基づいて設立されている特殊法人ということで、その定

員自体は行政改革の枠組みの中にあって、もう今、年金事務所も基本的には増や

す時代ではないということで、そういう選択肢はかなり乏しい。むしろ定員もど

んどん減らす方向で取り組んでいるというのが実態です。 

 

○増田委員 

 かつて年金の問題でえらくクローズアップされた際に、結構、社会保険労務士

ないしは企業の年金担当者等々で相談員ということで、非常勤ですが、そういう

方をかなり動員してやったというように、それをやった方からもいろいろ聞いた

ことがあるのですが、そういった方法論で、地区地区でそういう方を設けてとい

う方法も、あえて年金事務所という所帯を構えずにやるという方法論もあるので

はないでしょうか。 

 

○年金局事業管理課長 

 御指摘のとおりです。日本年金機構のほうでは、街角の年金相談センターと呼

んでいますが、そういったところをこれまた予算の制約があって、必ずしも自由

には作れないのですが、徐々に全都道府県に置くような方向でやっております。

実情ですと、どうしても相談が都市部、県庁所在地みたいな所に多いので、県庁

所在地の年金事務所に行列ができていて、待ち時間がものすごく長いというとこ

ろにおいて、街角年金相談を辛うじて作って、そこで実際の運営自体は社労士な

どにお願いをして運営していただいているというのが現在の実情です。 

 

○増田委員 

 各地方自治体、1,000 を超える自治体で、それぞれ窓口を設けて年金の相談に

応じるということですが、そこでの説明に対して、実際の利用者ですとか、そう

いった方たちからの、「いや、これは説明が足りないです」とか、ないしは「間

違った説明を受けたんです」というような苦情相談は、どちらかに来ているとい

うことはあるのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 個別にはそういったこともあります。具体的に統計で取って幾つあったとか、
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そういうものは今ないのですが、事例としてはそういうことも間々あると承知し

ております。 

 

○増田委員 

 そうしますと、規模の大小にもよるのでしょうけれども、自治体サイドでも相

当に知識を有する方を置いておかないと、実はそういった QA に堪えられないと

いったことも起こり得るということでしょうか。 

 

○年金局事業管理課長 

 年金制度はどうしても複雑で、こういう場合はこういう要件があるとか、こう

いう場合はこういうことをしなければならないとか、様々な細かいルールがあっ

て、これは別に市町村の職員の方に限らず、日本年金機構の職員の場合でも、そ

ういう説明誤りが起こっているのが実態です。市町村の場合は実際には分からな

いことがあったら年金事務所などに電話をして、その場で確認しながらお答えい

ただくという形で、なるべく相談に来られた住民のニーズに合うような対応をし

ていただいていると承知しております。 

 

○佐藤委員 

 もうちょっと年金機構との関係を知りたいのですが、他のページにもあったよ

うな気がするのですが、69 ページに市町村との協力・連携の内容が出ているの

です。この中で、市町村でなければできないというのは 4 番という理解ですか。

つまり、1、2、3 は、基本的には年金機構の窓口でもできるけれども、身近だと

いうのと、年金機構はあまり予算が付かないので、市町村にやらせたほうが手っ

取り早いという理解でいいのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 予算が付かないから手っ取り早いというわけではないですが、市町村が持って

いるデータを日本年金機構に御提供いただくという意味では 4 番です。1、2、3

は相談にしろ、広報にしろ、納付特例にせよ、年金機構でもやっております。 

 

○佐藤委員 

 細かいですが、5、6 も年金機構でやっているという理解でいいのでしょうか。 

 

○年金局事業管理課長 

 5 番は、要するに障害手帳は市町村で発行しておられるので、そこに着目して

障害年金の周知をお願いしますというので、これは手帳を発行している所に着目

しての事業ですので、逆に言うと機構ではできないということです。6 番も、窓

口装置を利用したきめ細かな年金相談とか、ねんきんネットとか、これはいずれ

も市町村で相談業務をやるときに、窓口装置とか、ねんきんネットというものを

使いながらやると、先ほど申しましたが、年金事務所にいちいちお問合せしなく
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ても、その場でねんきんネットで情報を確認しながらやれるという意味では、ま

さに市町村向けの事業となると思います。 

 

○佐藤委員 

 78 ページ目に、分かりやすい情報発信モデル事業検討会からのいろいろなモ

デル事業の説明があるのですが、これは市町村の職員向けということですけど、

ある意味、年金機構でもこういうのを作って、あとは皆さんの知識を高めればい

いということですよね。何が言いたいかというと、市町村向けに特化した動画と

かパンフレットを作らなければいけない理由は何かあるのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 今の先生の御質問は、特に 3 番目のパンフレット、動画、ポスターという部分

についてのお尋ねという理解で、パンフレット、動画、ポスターは、逆に言うと、

今回は市町村でこういうのを是非お使いくださいという形で整備したものと、右

側の図にありますが、日本年金機構でも活用する動画などを併せて作って、この

辺は自治体ですと、住民の方がいろいろな手続にお越しになるので、そういう機

会を捉えて、年金について分かりやすいパンフレットとか、あるいはいろいろな

税務や住民票や待合室などの場で流していただける映像資料で、年金の PR を効

果的にできるのではないかという考え方で年金機構で作る動画と、併せて市町村

でもそういうのをやっていただけるという動画、パンフレットなどを作ったとい

う経過です。 

 

○佐藤委員 

 中身は違うと思っていいのですか。市町村用のパンフレットや動画と年金機構

が配布しているパンフレット、あるいはそこで流している動画は違うものだと思

っていいのですか。似たような内容だと思っていいのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 ちょっと難しいですね。基本的には違う目的で作っているのですが、結構似て

いるものができております。 

 

○佐藤委員 

 市町村についてなのですが、相談員というのはこれのために専属で雇われてい

るという理解でいいのですか。あるいは、例えば各書類とか、市の業務案内をす

る人たちがある意味、兼任でやっているという理解でいいのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 基本的には市町村にいらっしゃる国民年金の担当の部署の方が相談をした場合

ということで、自治体によっては相談員プロパー、相談専門の方みたいなことで

置いていらっしゃる自治体もありますし、職員の方が全部やっているということ
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もあります。 

 

○上山委員 

 今のに関連してなのですが、兼任してやっていることが結構多いと、どこかに

資料があったと思うのですが、兼任している所とプロパーの所だと、当然プロパ

ーの人はそれが仕事だから一生懸命やってくれると思うのですが、兼任の人だと

多少インセンティブがあっても、他の仕事などで忙しければ当然そこまでやらな

いという話になってくると思うのですが、その辺はどのように分析されて、どの

ような対処をされていらっしゃいますか。 

 

○年金局事業管理課長 

 まさに御指摘のとおりだと存じます。なかなか対処のしようがなくて、結局、

国民年金の業務は以前はかなりいろいろな手続について自治体でやっていただい

ていましたので、67 ページにあるとおりですが、機関委任事務という形で市町

村に様々な業務を実施していただいて、かなりボリュームのある業務をやってい

ただいていたと。ところが、今では極めて限定的な届出の受理、あるいは年金の

請求でも極めて限られたケースに限るということで、業務量としては非常に少な

いわけです。それに応じて、市町村でもどんどん国民年金を担当する職員の数を

減らして、例えば国民健康保険をやっている人がついでに国民年金もやっている

とか、あるいは住民票を取り扱っている部署で併せて国民年金をやっているとか、

税務を取り扱っている部署で併せて年金を取り扱うという形に、むしろだんだん

縮小しているというのが今の流れです。それ自体は各市町村の御判断でやってい

ただいているので、我々としては最低、法定受託事務を実施していただく。そこ

だけはきっちりお願いしたいということは申し上げられるのですが、それに加え

て協力・連携事務をどのぐらいやるかは、本当に最初から市町村の任意と言わざ

るを得なくて、兼任の方だとまさにおっしゃるとおり、他のことをやる余力もな

かなかないという面があるのは、率直に言ってやむを得ないかと思っております。 

 

○上山委員 

 そうすると、手の打ちようがないという話になってくるのではないかと思うの

ですが、それで終わっていい話なのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 そういう意味で打つ手があるとすると、まさに単価を調整して、交付額をより

増やすことによって、市町村のやる気を引き出すという部分が、結局そういう技

ぐらいしか今のところはないかと思っています。 

 

○上山委員 

 ただ、それは効果を発揮していないわけですよね。結局のところ、先ほど申し

上げたとおり本来業務とか、他の業務が忙しかったら、特に担当者個人にインセ
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ンティブが返ってくるわけではないでしょうから、担当者が後回しにしてしまう

というのはやむを得ないことだと思うのですね。ちなみに、ちょっと教えていた

だきたいのですが、口振などは金融機関ですよね。金融機関で口振の推進などと

いうことも当然、何かしらやられているわけですよね。 

 

○年金局事業管理課長 

 はい。実は金融機関でもこういった口座振替の促進みたいなことはやっていた

だけるように、私どもからお願いしております。 

 

○上山委員 

 そうですよね。そちらとの費用の比較などはないのですか。というのは、金融

機関はお金が入ってくれば、自分の所に当然、資金として留まるので、それなり

のインセンティブがありますと。まして年金が入ってくるようになればメイン口

座になってくるということなので、やる気は市町村、自治体よりもはるかに高い

はずなので、方向性としては、少なくとも口振等に関しては、ここはむしろ思い

切って削減してしまって、金融機関のほうにシフトすべきなのではないかと思う

のですが、どうですか。いくらこういうことがありますと言って並べても、やっ

てもらえないのだったら、いくらお金を用意しても仕方がないという話で。 

 

○年金局事業管理課長 

 実は昨年度、その点を検討したことがありまして、金融機関でこの市町村でや

っているような口座振替の促進業務みたいなものをやっていただいたときに、市

町村に払う交付金と同様な手数料を御用意してやっていただけないかということ

で、資料招請とかいうところまでやったところがあったのですが、結局、手の挙

がった金融機関はなくて、割が合わないということで多分「この金額じゃね」と

いうことだったかと思っております。 

 

○上山委員 

 それは広く金融機関全体に呼びかけてのお話だったのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 はい。全国団体も回らせていただいて、「こういうのを今やっていますので、

手を挙げていただけないですか」みたいな話は、そのときしたと思っています。 

 

○上山委員 

 「思っています」というのは、やられたということですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 やっています。 
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○井出委員 

 78 ページでお伺いしたいのですが、事業全体の中で単価を見直したと。その

是非については置いておいて、あるいはインセンティブがというのも後に置いて

おいたとして、私は 78 ページの 3 つ走っている事業の上 2 つがいわゆる市町村

への担当の職員向けに何かできることはないのかということの 1 つの流れだと思

うのですが、あずさとか TAC がやっていただいたことを、ここから何年間かにわ

たって、この 2 つの事業をどう発展させていこうかというところを教えていただ

きたいのですけれども。 

 

○年金局事業管理課長 

 今回この事業において、例えば上のあずさ監査法人に委託した業務の中では、

窓口応対用のツール、実際にいろいろなチェックリストとか、必要書類リストと

か、そういうものを窓口に来られた住民と市町村の担当の方がお互いに、漏れが

ないということを確認しながら仕事をしていただけるようなツールみたいなもの

を、実際作ることまで行っております。今年度、実はまだ配布まで行っていない

のですが、近々これを全国の自治体に一斉に配布いたします。次の研修モデルも

然りで、実際、様々な研修のための動画とか、それをテキスト化したものとか、

これから配布しようというところにありまして、これは全市町村に配布させてい

ただきます。一旦作って、それを実際お使いいただきたいということでお願いし

ていまして、市町村の中ではこれができるのを楽しみにしていますというお声も

結構いただいております。 

 それを使っていただいて、今後使い勝手の悪かった部分とか、あるいは法令も

どんどん変わっていきますので、それに応じて更新していかなければいけない部

分が出てくるだろうとは思っています。今回 1 回作ったきりにせずに、それを定

期的にメンテナンスしていくということであれば、今後、市町村では安定的にこ

れらのツールを使っていただきながら、ある程度の一定水準の支援になると思っ

ております。 

 

○井出委員 

 この 2 つの事業はそれぞれ支援ツールと研修モデルと、別に走っているように

見えて、ある意味、職員向けに使い勝手がいいようにとか、うまくノウハウをと

いうときに、この 2 つの結び付きというか、リンク付けというのは、これからど

んなことをしていくのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 まさにおっしゃるとおりなのです。今回作るときからリンク付けしていて、研

修の中では上で作っているツールモデルの使い方も含めて、単に法令の説明だけ

ではなくて、もちろん法令の説明でいえば、国民年金法第何条がと説明の部分も

あるのですが、上のツールの使い方も含めて研修の中に入れ込んでいるというこ

とです。 
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○井出委員 

 分かりました。 

 

○佐藤委員 

 今の 78 ページの続きになりますが、職員は 3 年に 1 回とかでローテーション

をかけるので、その人にいくら教えても、その後が続かなければ知識はなかなか

続いていかない。本来は自治体の中でそういう研修がちゃんと行われるという体

制を作らないと、持続的にこういう支援ツールモデルの活用はなかなか見込めな

いのかと思うのですけれども。何を聞きたいかというと、これは自治体の本来業

務ではないので、自分たちの本来業務であれば、自分たちで頑張って研修もしま

すし、ノウハウの蓄積とか後任に対する引継ぎなどをやると思うのですが、これ

は頼まれている仕事なので、組織の中にこういうノウハウを蓄積させていくとい

うか、継続させていくというか、そういう処方は何か考えていらっしゃるのです

か。 

 

○年金局事業管理課長 

 今回作りましたツールモデルは、割と実際の窓口で使う業務ですので、これは

後任の方が来たら、それを後任の方に引き継いでいただく、私どもも常時それが

使えるような形でメンテナンスをしていくということで、これは市町村の組織と

して使っていただけるツールになっているのかと思います。一方、研修のほうは、

確かに 1 回 DVD とかテキストをポンとお渡しして、たまたま今年の担当の方がそ

れをお読みになったけれども、それ以降引き継がれなかったというのでは確かに

意味がないので、その辺は今後、配布等に当たって、後任の方にもきちんと引き

継いでいただくことをお願いしていくということでやるのかと、今御指摘いただ

いて初めて気が付いたのであれなのですが、そのように思いました。 

 

○佐藤委員 

 2000 年までは機関委任事務だったので、実際の保険料の徴収も含めて、納付

組織などあったので、実は自治体の側にノウハウがあったと思うのです。2000

年以降それが社保庁に移って、すったもんだがあったというのはその後の経緯で

す。ただ、あの 2000 年からもう 15 年経っているので、かつては市町村の職員の

ほうがいろいろな意味で融通が効いて、経験値が高かったと思うのですが、恐ら

く 15 年もたってくると、そういう方々がどんどんと退職していって、新しく採

用される人は最初から年金のことを業務としてやってこなかった人たちになりま

すので、果たしてこれから自治体はこの業務を続けていけるものなのか。かなり

テコ入れをしないと、逆に彼ら自身が自分たちの中で年金業務を続けていけるも

のなのか、やや疑問なのです。かつては彼らが能力が高かったのは分かるのです

けれども。 
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○年金局事業管理課長 

 その点は自治体のほうからまさにそういう御意見をいただいていまして、私ど

もも今回 3 省合同調査をしてみると、そういう意見が非常に多いので、ツールな

どを作って我々のほうで支援しないと、この業務は続けていっていただけないの

ではないかというおそれがあったというのが、まさに今回ツールなどを作ろうと

なったきっかけです。ただ、率直に言うと、この数年、実は毎年度、全国の市役

所の皆さんからは、法定受託事務は国に返上したいという御意見もいただいてお

ります。 

 

○太田委員 

 日本年金機構と市町村とでの事務コストの比較がされているのですか。恐らく

当初は市町村が低くて、徐々に逆転しているというような、コストの計算はされ

ているのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 大変重要な数字だと思いますが、これまでにそういうコストの計算を数値化し

たものはなかったかと思います。 

 

○太田委員 

 これは、市町村ではなくて年金機構に移した場合の直接的な不利益というのは、

どなたに行くのでしょうか。デメリットはどういう点にあるのでしょうか。 

 

○年金局事業管理課長 

 今現在委託している業務は 1 号被保険者、いわゆる厚生年金などに入っていら

っしゃらない自営業者などの方々の国民年金の資格の取得関係です。こういった

手続は住民の引っ越しに伴って発生するということで、市町村の住民課に手続に

来たついでに国民年金のほうの手続も自治体によっては手続は 1 つの用紙で両方

兼ねてしまっているなどという自治体もあるぐらいで、それはそういった住民関

係の手続と一体として、この年金の事務をしていただいている。それによって、

住民の方々にとっては、まず 1 回引っ越しましたと言って市町村に行き、全国

300 か所しかないから、ちょっと遠めにある年金事務所に別途、住所変更の手続

に行くことをしないで済むというので、住民にとっては市町村でやっていただい

たことのメリットがあると思います。 

 

○太田委員 

 これは、郵送、ネット等はまだ未対応ということですか。住民票を動かすのは

最近郵送でできること自体が、住民票を勝手に動かされたというのが社会問題に

なっていますけれども。 

 

○年金局事業管理課長 
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 郵送でそういった手続ができるかどうか、今、確認できないのですが。 

 

○太田委員 

 住民票のほうは委任状を付けて郵送で大丈夫ですよね。 

 

○年金局事業管理課長 

 住民票のほうは直接所管でないので。 

 

○太田委員 

 住民票を勝手に移されたというのが記事になったのを読んだところですので、

多分、郵送でできると思うのですが、ただ単に事務所が遠くて全国 300 か所なの

で、近くでできたほうが便利ということですと、他の方法で対応できそうに思う

のですが。 

 

○年金局事業管理課長 

 それも、まさにおっしゃるとおりだと思います。特にマイナンバーが導入され

てまいりますと、住民票のデータをデータとしてやり取りができるようになりま

して、こういった手続で省略できる部分がかなり生じてまいりますので、IT の

そういったインフラを活用することによって、事務の効率化が図れるものと存じ

ております。 

 

○太田委員 

 私は資料 67 ページを拝見しているのですが、市町村の部分が徐々に移ってき

ているわけですね。社会保険事務所とか日本年金機構などに移っていっているわ

けですが、この移された経緯は、こちらは年金関係に一括したほうが効率が良い

ということで移されていったということですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 はい。そういうものが市町村に残させていただいたということで、機関委任で

も整理したときに、年金の業務は基本的には国の業務ということで、その例外と

して市町村に残さなければならないのは何かなと考えると、先ほども申し上げた

とおり、今残っているような手続は市町村に残っているほうが、住民の利便性が

非常に高いということだと思います。 

 

○太田委員 

 今後、技術が進展していく上で、いずれなくなっていくことの暫定的な取扱い

をどうするかという議論だと理解してよろしいですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 将来的な議論としては、IT を活用すると、この辺の手続も市町村でやってい
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ただかなくてもいい時代が、もしかしたら来るのかとは、最近ちょっと思ってい

るところです。 

 

○太田委員 

 ありがとうございました。 

 

○行政改革推進室長 

 先生方、コメントシートの記入もお願いいたします。 

 

○上山委員 

 今と同じような話なのですが、予算と執行額の乖離が非常に気になっていて、

インセンティブの所を見込んで多めに予算は計上されたけれども、使われなかっ

たということでよろしいのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 資料の 77 ページの表に予算と執行、それぞれ掲げてありますが、上から 3 段

目の右側の平成 26 年度で見ると、1 の(2)口座振替申出受理等の所、予算と執行

で大幅な乖離が発生していて、予算の見込みを実績が相当下回ってしまったとい

うので、これはインセンティブが働くかと思ったら働かなかったと。 

 

○上山委員 

 あまりインセンティブが役に立たないというのが先ほど来の議論かと思うので、

今後はインセンティブという部分は見直して、カットされるということでよろし

いのですよね。 

 

○年金局事業管理課長 

 直ちに来年度要求からということではありませんが、もう少し推移を見守って

いきたいと思っておりますが、これはどうしても全然意味がないということにな

れば、そういった査定もあるのかと思います。 

 

○上山委員 

 基本的には人がいないとやらないと思うので、増やそうと思ったら人を増やす

しかないと思うので、それは御省のほうで何とかできるお話ではないので、イン

センティブはほとんど効果がないのではないかというのが先ほど来の議論なのか

と思っています。そこは削除という方向で、将来という話ではなくて、直ちに考

えていただければと思います。 

 その上で、相談業務というのも、先ほどのお話だと結局、相談する人が来ない

限りは発生しないと。太田先生のお話にもありましたが、IT を使えば。実際に

相談に来る人はニーズがある人なので、それなりに最初調べようとするというこ

とであれば、例えばネットで調べることもされるでしょう。年金機構からしょっ
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ちゅう、いろいろなお知らせが来ますよね。私なども結構いろいろいただいてい

るような気がするのですが、そういった中に何かしら相談のコールセンターなり、

あるいはネット上の連絡先なりを入れるということでも十分対処はできるのでは

ないかと思うのです。要はこの事業は思い切って縮小の方向に舵を切るべきなの

ではないかというように私は思います。いかがですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 相談については、我々日本年金機構のほうでもコールセンターなどを設置して、

あるいはホームページなどでいろいろな情報を掲載したりして、知識みたいなも

のは伝わるようにはしているわけですが、「私の場合に年金はもらえるかしら」

とか、あるいは「もらうためにはどうすればいいのかしら」とか、実際に人と会

って話をしないと、御本人の個別の事情に応じて考えないと分からない部分はど

うしてもあるので、相談ということ自体は非常に重要な、これは誰がやるかはさ

ておき、年金制度にとっては相談業務は非常に重要な位置付けです。 

 

○上山委員 

 誰がやるかがこの事業での非常に大きなポイントだと思っています。 

 

○年金局事業管理課長 

 そのうち、それを市町村でやっていただくことの意義ですが、こういった様々

な手続の機会に市町村の窓口に来られる方、それは住民は年金制度について、本

当は日本年金機構が担当だということもあまり知らないで、日頃の市役所に行け

ば何でも教えてくれるという、市役所というのは頼りになる存在だと。そういう

ことで行ってみて、そういう方がいらっしゃったときに、市役所のほうではそれ

を断れないと。現実問題としては「それは年金機構へ行ってください」とたらい

回しにするわけには、市町村の方々から私がお聞きしている感触ではそれはなか

なか難しいと。 

 

○上山委員 

 それは程度問題だと思うのです。例えば年に一遍しか来ない人のために、1 人

を相談業務の担当として市町村に置いておく必要はやはりないと思うので、そこ

は相談の頻度と照らし合わせて、頻度が多い所には確かに相談員ということで置

いていただけばいいと思うのですが、そうでもない所はやはり「年金事務所へ行

ってください」ということで、行っていただけばいいのではないかと思うのです。

それは当然、国民も自分自身のことですので、そのぐらいのことを面倒だという

ことで端から却下するというのはいかがなものかと思います。ただ、少なくとも

どこに行けばいいというのは自治体のほうで示してあげる必要はあるのかと思う

のですが、それ以上超えて、実際にどれほど相談に来るか分からないのに研修を

したり、あるいは費用をかけたりするというのはいかがなものか。だから、その

辺は件数と照らし合わせて、もう少し細かに分析した上で、数字も設定すべきな
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のではないかと思います。 

 

○太田委員 

 その「断れない」というのは本当ですか。区役所、市役所等で、私はよく「そ

の業務はあちらに行ってください」と断られますが。 

 

○年金局事業管理課長 

 市役所の中でそういうことはあるかもしれませんが、「年金機構の年金事務所

に行ってください」ということを言うのは、例えばその方が障害者であって、随

分と年金事務所が遠い場合などは無理だろうということです。したがって、やっ

ている自治体の数を見ましても、ほぼ全自治体に近い部分でクレジットカードに

なるとぐっと落ちますが、相談業務は大体の市町村がおやりになっているという

のは、住民のサービスということを考えた上では、嫌かもしれないけれどもやら

ざるを得ないと、市町村のほうでお考えいただいているということなのではない

かと思います。 

 

○太田委員 

 いや、高齢で障害者の場合というのはかなり特殊なケースであり、また年金が

特に重要な方であれば、市役所でないと言われればそちらに行かれるのだと思う

のです。 

 これは、あるものは市町村で、あるものは年金事務所でとなっているがゆえに

混乱を招いているという面もあるのではないかと思います。年金関係は、全て年

金の専門の事務所だということになったほうがすっきりするのではないですか。

あるものは市町村でやってくれると言う人もいれば、1 号関係はということまで

は普通は日常会話では語られないので、むしろ一元化されていないことによって

混乱を招いているという面はないですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 まず、第 1 号被保険者の方々というのは、普通の厚生年金などですと、年金事

務所に手続に行かれるのは個人ではなくて、基本的には会社の経理担当の方々で

す。それに対して国民年金の場合は個人が手続をしないといけないというところ

が、この 312 の年金事務所では、なかなか個人のニーズに対応しきれない部分で、

そこを市町村に補っていただいているということではないのかなと、そこは国民

年金業務というのは個人を対象にするというところで、厚生年金のように完全に

年金機構で完結しているというわけにはいかないところの難しさがあると思って

おります。 

 

○太田委員 

 基本的には、どちらがコストが安くて、どちらが困乱を招かないかということ

だと思うのですが、コストの比較の数字はないということですので、こちらのほ
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うが安い、コスト的にこちらのほうが見合うから、市町村で是非やるべきだとい

うことも主張できないと同時に、市町村でやるのは割高だからやらないほうがい

いということもデータがない以上は言えないのですが、年金のことは年金のほう

で一括してというのが自然なように思いますし、ものによってはこちら、ものに

よってはこちらというのでは分かりにくいという気がいたします。個人の場合は、

全部市町村だから問題がないということですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 今、市町村にお願いしている手続は、国民年金の手続で言えば、平時はという

のでしょうか、65 歳に到達前は基本的に住所が変わりさえしなければ、年金機

構から保険料を納めるための納付書を年に 1 回お送りして、それを金融機関等様

々な窓口に持って行って払えばいいだけなので、特段の手続を必要としないわけ

です。 

 たまに必要になるのが、引っ越した場合ですとか、まさに今回市町村で手続を

やっていただいている部分です。それについては、年金事務所に行かなくても手

続ができるという意味では、大多数の 1 号被保険者の方にとっての窓口は市町村

だということで、整理はできているのではないかと思います。 

 

○太田委員 

 ただ、郵送される書類は年金機構から来て、窓口が市町村だと、少なくとも私

は混乱しそうですが。 

 

○年金局事業管理課長 

 先ほども申しましたが、実際には窓口の手続というのも、市町村の窓口で手続

をする際に合わせてやってしまうようなものが多いので、そういう意味ではあま

り混乱はないというか。今はそういうことをやっていないのですが、別途年金事

務所へ行ってくれとなると、住民の方からすると面倒くさいと言われるというよ

うに変わっていく可能性はあるかなと思います。 

 

○太田委員 

 ありがとうございました。 

 

○横田委員 

 個人的に最近引っ越しをしたばかりなので、役所のたらい回しはつらいので、

1 か所で済むと、とても有り難いと思います。 

 お伺いしたいのは、基本的に市町村にとっては協力・連携の部分はオプション

だと思ってよろしいですよね。もともと業務があって、プラスのオプションであ

るということですね。 

 

○年金局事業管理課長 
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 はい。 

 

○横田委員 

 その中でインセンティブのところに関連してくるのですが、去年、コンビニ納

付の件をこの仕分けでやらせていただいて、できるだけ納付状況をよくするため

に口座振替を促進したほうがいいという話が出てきたと記憶しています。 

 まず 1 つは、市町村の口座振替、クレジットの促進以外で、先ほど銀行も出て

きていましたが、他にそういう促進をする術は、郵送以外に何があって、どれが

一番機能しているのかというのが 1 つです。 

 もう 1 つが、1 番の 1 という所は、住所変更、氏名変更をするというときに、

口座振替の案内をセットで渡しているという理解でよろしいですか。(2)は、540

万件分の 17 万件、平成 25 年度でいうと実績数で、520 万件に案内したら 16 万

件が受理されたと。見方は合っているでしょうか。何が言いたいかというと、イ

ンセンティブは、渡しただけで勝手に戻ってきたものだから、今のところは言う

ほど機能はしていないのかなと思ったのです。 

 

○年金局事業管理課長 

 最後のところに関して申しますと、1 の(2)の口座振替の申出受理などのほう

は、一緒に案内書をお渡しするだけではなくて、それが返ってきて「口座振替し

ます」という申込みがあったもので 1 件とカウントしております。 

 

○横田委員 

 そうすると、見方を教えてほしいのですが、520 万人に対して案内をして、16

万人返ってきたという理解でよろしいのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 実際は市町村数が違うので、520 万人の中には渡されなかった方も結構いらっ

しゃるかと思います。 

 

○横田委員 

 これをセットで渡せば、インセンティブの機能は容易に上がる可能性はあると

いう理解でもいいのでしょうか。そもそも、この 520 万には当然セットで渡して

の事務手続なのかと理解していたのです。 

 

○年金局事業管理課長 

 これはほぼ全自治体ということですが、1,735 の自治体で納付督励をしていた

だいております。そのときに口座振替をお勧めする書類などを渡していただいて

いる自治体も、渡していない自治体もあると思います。全部の自治体が渡してい

るわけではないと思います。 
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○横田委員 

 これを 1 件渡すのに、10 円なのかなと思って見ていたのですが、それで 80 円

ですか。75 ページの単価の見方は間違っているでしょうか。 

 

○年金局事業管理課長 

 おっしゃるとおりで、こういう住所変更手続の際に、督励をしていただいたら

80 円で、実際にそれが効果を発し、口座振替などの手続をしていただいたとき

には、1 件当たり 500 円という単価になります。 

 

○佐藤委員 

 話が戻ってしまうかもしれないのですが、69 ページの市町村でしかできない

ものについて、各種の情報提供で所得情報があります。所得情報というのは、保

険料の減免や免除を申請するときのものですよね。 

 

○年金局事業管理課長 

 はい。 

 

○佐藤委員 

 そうすると、申請する人間が所得証明をもらって送るという類ではなくて、自

治体から直接年金機構にこの情報がいくという理解でいいのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 そのとおりです。 

 

○佐藤委員 

 例の簡易な給付措置も含めてそうなのですが、自治体の所得情報を使っての給

付というのは、この種の話だけではなくて結構あると思うのですが、それは自治

体からすると言われてやっているというか、通達でやるというか、インセンティ

ブを付けてやらなければいけない話とは必ずしも思わないのです。特に、マイナ

ンバーなどが出てくると、この辺は情報共有が進みやすいので、これは自治体が

何かインセンティブを付けてやらなければいけないことなのか。他の諸々の給付

措置だって同じ議論が出てきてしまいます。 

 

○年金局事業管理課長 

 所得情報の提供ですと、1,610 市町村に磁気媒体でお渡しいただいているとい

うことで、全自治体ではないのです。自治体によっては個人情報保護などの観点

で、日本年金機構には渡せないという判断で、渡さないという自治体もございま

す。 

 先ほど、免除の関係で所得情報の御提供をいただいていると申しましたが、そ

の他の場合で、納付督励に、この所得の方だから免除をお勧めしにいこうとか、
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この所得の方だから納付をお勧めしにいこうという形で、納付の促進のためにも、

この所得情報の提供は活用させていただいております。 

 

○佐藤委員 

 所得情報を提出しない自治体というのは、例えば免除のことについて言えば、

個人が自分で所得証明をもらって手続をしなければいけないというレベルの話な

のですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 免除の手続に当たっては免除の受付をするのは市町村なのですが、68 ページ

の 5 行目に書いてありますが、申請に係る事実を審査するというのがあり、ここ

のときに市町村では自分の持っている所得情報に照らして、この人は免除オーケ

ー、オーケーではないというのを見ています。 

 

○佐藤委員 

 では、免除に関してですが、法定受託事務の一環で審査はやっていて、そのと

きに所得情報を使っているという理解でいいのですね。 

 

○年金局事業管理課長 

 そうなります。 

 

○佐藤委員 

 年金機構にとって大事なのは、納付の督促というか、所得が高くて保険料の納

付がないのは誰かを見極めて、そこに納付督促をすることにおいて、この所得情

報が重要という理解でいいのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 そうです。 

 

○横田委員 

 確認です。研修系の件ですが、これは平成 26 年度予算で作り、平成 27 年度は

配るということだと思います。今後に微修正が必ず必要でということでしたが、

メンテナンスで毎年どれぐらい計上される予定なのでしょうか。現状は、紙ベー

スの配布ではなく、データをダウンロードできることになっていますか。 

 

○年金局事業管理課長 

 具体的に何年おきに更新するとか、その辺までは具体的には決まっておりませ

んで、例えば来年度の予算要求に更新のための費用を計上するかどうかも含めて、

これから検討させていただく予定です。 

 ちなみに配布については、紙だけではなく、Word などファイル形式でもお渡
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ししておりますし、研修でいうと DVD などでも見られるようにしていることなど

もあります。 

 

○横田委員 

 紙も配布しているということなのですね。 

 

○年金局事業管理課長 

 はい。 

 

○横田委員 

 紙も配布しないと、市町村の方は読んでくださらないのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 そういうお声をいただいたので、紙をファイルのようなものに入れて、窓口で

パッと開けて使いやすいような形にまでして、お配りするという予定です。 

 

○佐藤委員 

 感想になってしまうのですが、先ほど申し上げたとおり、2000 年までは機関

委任事務で国民年金の納付やその他諸々の申請業務、相談業務については市町村

側にノウハウがあって、それを生かしたかったというか、逆に言えば、かつての

社会保険事務所にまだノウハウがなくて、どちらかというと市町村を使い続けた

かったというのは分かる気がするのです。 

 そうすると、今は移行過程で、先ほどから議論があるように、これからこのシ

ステムを続けていくということになると、本当に必要不可欠なものを除けば、ど

うしても年金機構に業務は集約化させるしかないし、そうなるようにマイナンバ

ーも含めてだと思うのですが、ICT などの活用というところに持っていかないと、

果たしていつまでも市町村が担ってくれるのか。法定受託事務としてさえ嫌だと

いうのは、それが事実なのですよね。市町村も財政的に苦しいし、人もいないで

す。 

 そうだとすると、この事業自体を果たして恒久的なものだと思っていいのか、

当面の移行過程というか、どこかに集約化させるまでと見るべきなのか、出口が

よく見えない、出口があるのかどうかさえ見えない。その辺はどう理解したらい

いのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 法律上はこれが最終形なので、この形でずっといくという建前です。ただ、御

指摘のように、マイナンバーなどが導入されていくにつれて、市町村と年金機構

の関係性についても見直していくような議論が出てくることはあるのではないか

と考えております。 
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○上山委員 

 市町村の人に比べて、年金事務所の人が一番詳しいわけですよね。毎日でなく

ても、例えば週のうちの何曜日は市役所などに出張して、相談窓口を作るという

対処の仕方というのはいかがなのでしょうか。当然コストはそれなりにかかると

思うのですが、コストが合うような形での設計はできるのではないかと思うので

す。 

 

○年金局事業管理課長 

 相談の関係は、基本的に能動的な相談は日本年金機構でやっており、出張相談

みたいなものは市町村の役場に限らず、例えばハローワークに行くと失業者がた

くさんいらっしゃるので、そのときに免除の手続をするとか、あるいは商店街の

ような人の集まりやすい所に年金事務所の職員が出張して、相談をするという、

出張って行って、積極的に受ける相談は、確かに年金機構で今でもやっておりま

す。 

 こちらの市町村でやっている相談というのは、何かのついででお見えになった

方、それは引っ越しだとか、障害関係の手続をしに来たとか、子供手当の手続に

来たとか、何かの手続のついでに、市町村の窓口で、「年金のことも伺いたいの

ですが」というような受け身の相談のほうが多いのではないかと思います。 

 

○上山委員 

 例えば、月のうちの第 2 火曜日、第 4 火曜日は年金の窓口が開くといったこと

が周知徹底されれば、そういう受け身の人もそういった日にちに合わせて来ます

よね。そういったことは考えられないですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 プラスアルファ的に、そういう日に来ればより詳しい人から話が聞けるから、

その日に行こうというような事業は成立する話で、大いにやるべき話かと思いま

すが、どちらかというとそうではなくて、もともとそういう予定もなく市役所に

行ったけれども、年金のこともどうしても聞きたくなったという場合には、その

形式だと「年金事務所へ行ってください」ということになってしまうと不便かな

と思います。 

 

○上山委員 

 でも、現状で相談件数はそんなにたくさんはないわけですよね。 

 

○年金局事業管理課長 

 実績を言いますと、相談は件数の多い業務の中に入っております。 

 

○上山委員 

 それにしても、ある程度認識ができれば、当初は「今日来たのに、ないの」と
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いう形でイラッとするかもしれませんが、ポスターに貼るなり、いろいろな方法

で周知徹底すれば、それは十分に成り立つ方法であって、受動的であろうが積極

的であろうが、十分に対処できる話なのではないかと思うのです。 

 先ほど来お話も出ていますが、この事業はどうしても、そんなに市町村側もイ

ンセンティブもないし、いろいろな知識面を考えても、年金事務所に集約してい

ったほうがいいのだろうということで、その方向での事業の変更を検討されるべ

きなのかなと思います。インセンティブは全く効果が出ていないと思います。 

 これだけ予算を立てて、執行額と乖離があるというのを延々と続けるというの

も、それはそれで恥ずかしい話だと思いますので、より現実的な方向に向かって

動いていくべきなのかなと思います。 

 

○横田委員 

 全相談件数はどこを見ればいいのですか。 

 

○年金局事業管理課長 

 76 ページをお開きいただきますと、表の中に平成 25 年度、平成 26 年度の

「市町村数実績数」というのがあります。相談業務ですと、平成 26 年度は

1,311 万 6,343 件ということで、協力・連携事務の中では大宗を占めているとい

うことです。 

 

○井出委員 

 上山先生からも出ているように、執行率が低いので、平成 28 年度の予算要求

は身の丈に合った額を設定するのがいいと思います。 

 それから、59 ページとか 60 ページに、TAC のところで入札者数が「2」とあっ

て、「随契」と書いてあるのですが、どういう意味なのでしょうか。 

 それと、60 ページの電通のところに「随契」とあるのですが、これは特に競

争的なことはなかったのですか。 

 調達方法で「2」と書いてあって、「随契」と書いてあったり、電通のほうは

ストレートに「随契」と書いてあるので、企画なり何なり、競争はしなかったの

だろうかという、単純な疑問です。 

 

○年金局事業管理課長 

 企画競争によって契約先を決めて、そこと随意契約したという手続です。 

 

○井出委員 

 分かりました。 

 

○横田委員 

 先ほどはうやむやに質問してしまい、お答えいただいていない点をもう一度お

伺いします。口座振替、クレジット納付、前納というところは、市町村からの流
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入が昨年度に 16 万件という理解なのですが、他の施策も合わせた中の何パーセ

ントぐらいかお分かりになりますか。市町村経由だと顔も見ているし、実は効い

ているというところがあるのであれば、知りたいのです。 

 

○年金局事業管理課長 

 数字がないようです。すみません。 

 

○行政改革推進室長 

 それでは、井出先生から評価結果案及びとりまとめコメント案の発表をお願い

いたします。 

 

○井出委員 

 当該事業について発表させていただきます。まず、集計結果です。「廃止」0

名、「事業全体の抜本的改善」3 名、「事業内容の一部改善」3 名、「現状通り」

0 名となりました。各委員の先生からは、「ツール・研修の充実・活用と、その

効果の検証が必要である」「インセンティブ付与の実効性が乏しいので、自治体

職員の知識修得のためのツールを設けるなどの改善が必要である」「自治体の協

力・連携事務は可能な限り削減し、できるだけ年金事務所に業務を一元化すべき

である」「所得情報の提供など、市町村の協力が不可欠な分野に特化し、残りの

業務は年金機構に集約化すべきである」「日本年金機構と市町村のコストについ

て早急に調査が必要である」「インセンティブについては、期間を明確に定め、

平成 26 年度、平成 27 年度の実績を踏まえて見直すべきである」などのコメント

がございました。 

 それでは、私から、評価結果案及びとりまとめのコメント案を提示させていた

だきます。ただいまの評価結果から、当該事業の評価結果としては、「事業全体

の抜本的改善」が妥当であると考えられます。 

 とりまとめコメント案としては、「見直し案にある、住民サービスの向上を図

るため、より多くの市町村に協力・連携していただくよう、市町村向け業務支援

ツールや広報ツールの活用を促進するとともに、市町村の超過負担が生じないよ

う適切な予算積算を行うことに加えて、インセンティブを加味した単価設定を行

った協力・連携メニューを中心に、執行状況の推移を継続的に把握し、その状況

を踏まえて、市町村の取組が一層進展するよう、交付金の更なる重点化などの見

直し検討を行うとともに、住民の利便性やコスト、ICT の発展状況などを考慮し

つつ、日本年金機構と市町村の役割分担の在り方について、引き続き検討してい

くことが必要である。」とさせていただきます。 

 ただいま、評価結果案及びとりまとめコメント案について御提示させていただ

きましたが、各委員の先生から御意見をお願いいたします。 

 

○上山委員 

 評価結果はいいのですが、コメントは「この事業の主軸は変えず」というコメ
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ントと、「年金機構あるいは年金事務所に集約すべき」というのと、2 つに分か

れているのではないかと思うのです。 

 個人的には、今日の議論を聞いていると、自治体は本来的にあてにできないの

ではないかと思っているので、より年金機構、年金事務所にできるだけ集約する

方向にすべきなのではないかと思うのですが、そこの部分の議論はまだ十分にま

とまっていないような気がするのですが。 

 

○佐藤委員 

 今の点なのですが、私もどちらかというと、長い目で見たら年金機構に集約さ

せるのがいいかなと思います。ただ、当面の課題というのがありますので。 

 冒頭にあったとおり、費用対効果をきちんと見る。年金機構と自治体でやって

いるときに、どちらのほうがより高い値段がかかって、どちらがより効果的なの

か、そこを見極めた上で、仮に自治体のほうが頼りになるのだったら、先ほどの

ツールの開発と活用とか、人材の育成というのはあるかもしれないけれども、そ

うでもないというのであったら、年金機構にと。 

 今回の行政事業レビューの中に年金機構の話が出てこなかったので、我々は自

治体の話ばかりしていますが、比較対象として、年金機構でやった場合はどうだ

ったのかという議論を、本当はもっと深掘りできないと、方向観も出てこないか

なという気がするのです。 

 

○増田委員 

 委員の中で年金をもらっているのは私ぐらいかと思うのですが、実際に 65 歳

を迎えて、年金の手続というのはえらく厄介で、新宿に住んでいると近くに年金

事務所があるのですが、まず予約を取ってから行く、そうすると、前の人がえら

く長い話をしている。こちらは 1～2 時間は待たされました。 

 そうなると、東京に住んでいてこれだけ手数がかかるということは、地方に住

んでいる人はもっと大変ではないかということを考えてみると、現状で 312 しか

ない年金事務所を頼りにするというのは、実際問題としてかなり難しい話かなと

いうのは、私の感想として持っています。 

 ただ、これを未来永劫続けるということではなく、何らかの改善、マイナンバ

ーが入ってきて改善されるかもしれませんが、現状の姿を全面的に年金機構にと

いうのは、自分が経験してみて、それはかなり無理だという感じがしております。 

 これは東京に住んでいて、しかも新宿に住んでいて、それを痛切に感じました

ので、個人的な経験ですが、その辺は申し添えたいと思います。 

 

○上山委員 

 私は年金をもらっていないのですが、父の関係で年金の手続をしに年金事務所

などへ行ったことがあり、思ったほど時間がかからなかったという経験があるの

で、場所にもよるのかなと思いました。 

 ただ、皆さんがおっしゃられたとおり、今すぐに年金機構もしくは年金事務所
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に一元化するというのが乱暴だとすると、少なくとも、そうはいっても、両者の

プロズアンドコンズを確認した上で検討すべきなのかなと、少なくとも現状では、

お話を聞く限りでは自治体が役に立っているという感じも到底受けませんので、

そこは常に、今の状態が正しいという意識を持たずに、常に現状を変える方向で

の目で見ていただく必要はあると思っております。 

 

○増田委員 

 65 歳年齢がどのぐらいいるかという話で、戦後のベビーブームは団子になっ

ています。そうなると、実は事務処理がパンク状態になっているというのは、現

実の問題で、しかも年金データが吹き飛んだという話がありましたから、私は何

遍も自分の年金はどうなっているかを確認に行きました。 

 そのように、実際に手続をする受給者は毎年減るとなれば、そういった相談案

件もぐっと少なくなると思いますが、そういった過程の中で、今後新たな対応を

工夫してもらいたいということはあります。 

 

○太田委員 

 年金は強制的に加入者からお金を集めておいて、相談に行ったら何時間も待た

されるというのは、それ自体けしからん話で、人員増強は絶対に必要なのではな

いか、あるいは効率化を図って、きちんと年金受給者の利便性に見合うだけのサ

ービスを提供するのは当然のことだと思いますが、そのことと市町村に頼んだほ

うがいいのか、年金機構がやったほうがいいのかという話は、一応別の話であっ

て、どちらがコストが安いのか、どちらが利便性が高いのか、場合によっては市

町村で対応したほうがコストは高いかもしれないけれども、ワンストップだから

利用者の利便性を考えたらそちらのほうがいいのかというところまでいけると、

建設的な議論だったのですが、コストの数字が全く分からないという話ですと、

こちらのほうが安いからこちらがいいという議論もできないし、高いけれどもあ

えて利便性のために市町村でやるべきだという議論もできないということです。 

 現状、率直に申し上げると判定不能なのではないかと思います。よって、可及

的速やかにコストの比較と、将来のロードマップというか、マイナンバーが入れ

ばどうなるというようなことまで議論されることを期待いたします。 

 

○井出委員 

 他にはよろしいでしょうか。それでは、基本的に評価結果案は「事業全体の抜

本的改善」というのはお認めいただいていると思います。コメント案は、ただい

ま委員の先生からございましたとおり、「抜本的改善」ということですので、見

直し案を超えて、市町村の話に終始していますが、年金機構、年金事務所の役割

あるいは業務への比重というか、どこまでそちらに移行していくか、やっていく

か等、委員から御意見がありましたとおり、抜本的に見直しをしていただくよう

お願いしたいと思います。以上です。 
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○行政改革推進室長 

 それでは、本日予定の 3 事業について終了いたしました。先生方には 2 日間に

わたり、精力的な御議論をいただき、改めて御礼を申し上げます。 

 以上をもって、厚生労働省行政事業レビュー(公開プロセス)を終了いたします。

ありがとうございました。 


